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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。 

４ 平成19年３月期における従業員数増加の主な要因は、連結子会社(ENDO Lighting(THAILAND)Public 

Co.,LTD.及び昆山恩都照明有限公司)で発生した従業員採用によるものです。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 17,566 18,119 18,966 18,346 18,727

経常利益 (百万円) 1,051 1,407 1,811 1,946 1,376

当期純利益 (百万円) 602 720 34 1,055 352

純資産額 (百万円) 6,956 7,532 7,432 9,491 10,338

総資産額 (百万円) 16,086 16,425 15,895 17,012 19,128

１株当たり純資産額 (円) 566.88 616.63 606.70 716.65 761.60

１株当たり当期純利益 (円) 47.20 57.67 1.82 80.99 26.62

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 57.44 1.79 79.80 26.42

自己資本比率 (％) 43.2 45.9 46.8 55.8 52.9

自己資本利益率 (％) 8.9 9.9 0.5 12.5 3.6

株価収益率 (倍) 5.7 9.0 505.5 17.4 31.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,573 2,581 1,246 1,273 305

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △186 △418 △1,402 △834 △1,491

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,585 △1,094 △1,169 △450 679

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 1,412 2,478 1,157 1,182 721

従業員数 
〔外、平均臨時 
従業員数〕

(名)
606 

〔118〕
652

〔108〕
725

〔120〕
795 

〔60〕
943

〔66〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

３ 平成17年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

４ 平成17年３月期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 17,527 18,069 18,848 18,132 18,407

経常利益 (百万円) 702 1,204 1,538 1,781 1,603

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 373 622 △114 1,057 566

資本金 (百万円) 3,029 3,029 3,029 3,529 3,529

発行済株式総数 (千株) 12,600 12,600 12,600 13,462 13,462

純資産額 (百万円) 6,795 7,317 7,049 8,924 9,114

総資産額 (百万円) 16,002 16,120 15,496 16,390 17,429

１株当たり純資産額 (円) 553.79 599.02 575.38 673.81 686.45

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

7.50 
(2.50)

10.00
(3.00)

15.00
(5.00)

25.00 
(10.00)

25.00
（12.50)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△)

(円) 28.84 49.63 △10.32 81.16 42.73

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 49.43 ― 79.97 42.41

自己資本比率 (％) 42.5 45.4 45.5 54.4 52.3

自己資本利益率 (％) 5.6 8.8 △1.6 13.2 6.3

株価収益率 (倍) 9.3 10.5 ― 17.4 19.5

配当性向 (％) 26.0 20.1 ― 30.8 58.5

従業員数 
〔外、平均臨時 
従業員数〕

(名)
384 

〔76〕
377

〔80〕
379

〔75〕
382 

〔60〕
403

〔66〕



２ 【沿革】 

現社長 遠藤良三が昭和42年９月に照明器具の製造を開始いたしました。その後個人経営に限界を感

じ、法人組織に改組して将来性豊かな商業施設用照明器具への事業転換をはかり、自社ブランドで商業施

設用照明器具の製造販売を開始し現在に至っております。 

  

年月 概要

昭和42年９月 現社長遠藤良三が大阪市城東区において照明器具の製造を目的に個人経営で遠藤照明器具製作所

を創業。

昭和47年８月 法人組織に改組し、大阪府東大阪市に株式会社遠藤照明を設立、大阪府東大阪市に第一工場を新

設。

    ９月 大阪営業所を新設。

昭和49年１月 東京営業所を新設。

昭和50年１月 福岡営業所を新設。

    ６月 本社配送センターを新設。

昭和51年１月 東京配送センター、渋谷営業所、静岡営業所を新設。

    ７月 札幌営業所を新設。

    ８月 神戸営業所を新設。

昭和53年７月 販売会社㈱遠藤照明販売京都店を設立。

昭和54年１月 販売会社遠藤照明大阪販売㈱を設立。

    ４月 仙台営業所を新設。

昭和56年１月 販売会社遠藤照明渋谷販売㈱を設立。(昭和59年１月㈱遠藤照明東京販売に商号変更)

    ２月 製造部柏田工場を新設。

    ８月 

昭和57年１月

販売会社㈱エルコン大阪を設立。

名古屋営業所を新設。

昭和59年４月 製造子会社㈱遠藤製作所を設立。

    ６月 栃木県佐野工業団地に関東物流センター(東京配送センター移転)北関東営業所(大宮営業所移転)

を開設。

昭和60年４月 横浜営業所を新設。

    ７月 大阪市平野区に第一工場を移転。 

大阪府東大阪市に第二工場(柏田工場移転)を開設。

昭和61年８月 アビタ工場(現 佐野工場)を関東物流センター内に新設。

昭和62年１月 販売部門の統合のため㈱遠藤照明東京販売、㈱遠藤照明販売京都店、遠藤照明大阪販売㈱及び㈱

エルコン大阪を吸収合併、生産能力の増強のため㈱遠藤製作所を吸収合併。

    ６月 本社を大阪市東成区へ移転。 

東京営業所を東京支店、大阪営業所を大阪支店に組織変更。

昭和63年４月 東京都渋谷区にショールーム(エディック)を新設。

    ８月 滋賀県甲賀郡水口町(現 滋賀県甲賀市水口町)に中央物流センター(本社配送センター移転)を開

設。

平成元年５月 水口工場を中央物流センター内に新設。

    ６月 照明技術研究所を大阪府東大阪市に新設。 

タイ製造子会社Lighting ENDO (THAILAND) CO.,LTD.(現 ENDO Lighting (THAILAND) Public 

CO.,LTD.)を設立。

平成２年２月 大阪証券取引所市場第二部特別指定銘柄(新二部)に株式を上場。

    ８月 本社及び大阪支店を大阪市西区へ移転。

平成３年９月 販売会社㈱アビタを設立。(平成４年４月㈱インテルノに商号変更)

平成４年７月 生産技術研究所を大阪府東大阪市に新設。

平成５年１月 システム収納家具の販売及び取付工事を開始。

平成８年１月 大阪証券取引所市場第二部銘柄に指定。

平成９年７月 システム収納家具(組立家具)の販売を開始。

平成11年12月 照明器具に関し全事業所を対象にＩＳＯ9001認証取得。

平成12年８月 Lighting ENDO (THAILAND) CO.,LTD.(現 ENDO Lighting (THAILAND) Public CO.,LTD.)が照明器

具及びシステム収納家具に関してＩＳＯ9001認証取得。



 
  

年月 概要

平成13年１月 ㈱インテルノを解散。

平成13年３月 世界家具テーマパーク「アビタサローネ有明店」を開店。

平成14年12月 ㈱インテルノの清算が結了。

平成15年１月 システム収納家具に関しＩＳＯ9001認証取得。

平成15年11月 Lighting ENDO (THAILAND) CO.,LTD.はENDO Lighting (THAILAND) Public CO.,LTD.に商号を変

更。（現・連結子会社）

平成15年11月 中国に製造子会社、昆山恩都照明有限公司を設立。（現・連結子会社）

平成16年２月 家具販売に関しＩＳＯ9001認証取得。

平成17年２月 昆山恩都照明有限公司の工場が竣工。

平成17年７月 東京都港区に青山ショールームを開設。

レンタル事業の子会社、イーシームズ㈱を設立。(現・連結子会社)

平成17年12月 「アビタサローネ有明店」を閉店。

平成18年７月 本社及び大阪支店並びにイーシームズ㈱を大阪市中央区に移転。

大阪本社ショールームを開設。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社並びに子会社３社で構成され、照明器具の製造販売、照明器具及び省エネ商材の

レンタル、家具の販売及び取付工事を主な内容として事業活動を展開しております。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

なお、事業区分は事業の種類別セグメントと同一であります。 

  

 
  

 

事業の種類別 
セグメントの名称

事業内容 会社名

照明器具関連事業

照明器具の製造販売 

省エネ商材の販売 

照明器具及び省エネ商材のレンタル

当社(製造・販売) 

ENDO Lighting (THAILAND) Public CO.,LTD. 

(製造・販売) 

昆山恩都照明有限公司(製造) 

イーシームズ株式会社(レンタル)

家具関連事業
インテリア家具・用品の販売

システム収納家具の製造並びに取付
工事

当社(販売・取付工事) 

ENDO Lighting (THAILAND) Public CO.,LTD. 

(製造)



４ 【関係会社の状況】 

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ENDO Lighting (THAILAND) Public CO.,LTD.及び昆山恩都照明有限公司は、特定子会社であります。 

３ 上記子会社は、有価証券届出書及び有価証券報告書を提出しておりません。 

４ イーシームズ株式会社は債務超過会社であり、債務超過額は58百万円であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

５ 従業員数が当連結会計年度において、前連結会計年度末から148名増加しておりますが、連結子会社(ENDO 

Lighting(THAILAND)Public Co.,LTD.及び昆山恩都照明有限公司)で発生した従業員採用によるものです。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおり、支給対象期間１年未満の者を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であります。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 

(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は(被所有) 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

ENDO Lighting (THAILAND) 
Public CO.,LTD.

タイ国 
サムットプラカーン県

756
照明器具
関連事業 
家具関連事業

89.7

当社製品の販売、製造委託
並びに資金援助 
役員８名のうち当社役員４
名、当社従業員１名

(連結子会社)

昆山恩都照明有限公司
中国 
江蘇省昆山市

543
照明器具
関連事業

100.0

当社製品の製造委託並びに
資金援助 
役員６名のうち当社役員４
名、当社従業員２名

(連結子会社)

イーシームズ株式会社
大阪市 
中央区

100
照明器具
関連事業

100.0

当社製品及び商品を仕入れ
顧客へレンタル 
役員６名のうち当社役員４
名、当社従業員２名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

照明器具関連事業 870〔56〕

家具関連事業 44〔 7〕

全社(共通) 29〔 3〕

合計 943〔66〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

 403〔66〕 37.6 9.7 5,943



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な輸出産業や堅調な企業収益に支えられ設備投資が増加

しました。雇用情勢は改善傾向が続いているものの、個人消費は伸び悩んでおります。 

 このような状況のもとで、当社グループは高付加価値空間創造企業として環境を重視した高効率照明

器具や省エネルギーに対応した新製品開発に取り組み、平成18年６月には新製品を数多く掲載した総合

カタログを発刊し、新規顧客の開拓を進めてまいりました。 

 長期的な経営の視点から新たに海外照明市場の開拓並びにインテリア家具事業と照明事業の連携によ

るインテリア家具用品のカタログ販売に本格的に進出しました。 

 また、子会社や協力会社と一体になり照明製品の品質改善に注力し顧客満足の向上と生産の効率化に

取り組みました。 

その結果、当連結会計年度における業績は、売上高は187億27百万円と前期比2.1％の増収となりまし

たが、為替変動・原材料高騰により経常利益は13億76百万円と前期比29.3％の減益、当期純利益は本社

移転費用・家具倉庫撤収費用等の特別損失の計上により３億52百万円と前期比66.5％の減益となりまし

た。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 照明器具関連事業 

商業施設用照明につきましては、店舗の出店、改装などの計画並びに設計等が東京一極集中化の傾

向が強まったこともあり、東京青山ショールームを中心とした販売促進活動に注力しました。更に平

成18年７月にオープンした本社ショールームを活用して著名人による照明セミナーを実施するなど、

積極的な提案営業を推進する傍ら、主力となる重点顧客との関係強化等に取り組んだ結果、各種専門

店(物販、飲食、サービス、食品スーパー等)や百貨店、モール等の大型商業施設並びにマンション、

オフィス等の物件受注が増加し、売上増を図ることができました。 

 なお、レンタルビジネスを主体とするイーシームズ株式会社も設立から２年が経過し、照明器具と

省エネシステム機器や環境改善機器を組み合わせた新たなビジネスモデルが流通店舗などの顧客より

支持され順調に契約件数が増加してまいりました。 

 海外事業につきましては、ENDO Lighting(THAILAND)Public Company Limitedは、品質並びに生産

性の向上に積極的に取り組みましたが、大幅な為替の変動と原材料の高騰により収益面においては厳

しい状況でありました。また、中国の昆山恩都照明有限公司は日本並びに海外向け新製品の本格稼働

に向けての体制構築に取り組んだ結果、高品質で安価な製品製造基盤を整えることができたものの、

利益貢献には至りませんでした。 

 海外販売強化に向けて、平成18年４月にドイツのフランクフルトで開催された世界 大規模の照明

器具展示会(Light+Building2006)並びに６月の中国広州で開催された2006 広州国際照明+建築電気技

術展覧会に出展し、世界各国から4000名を超える来客者より非常に高い評価を得た結果、世界各地に

30社を超えるビジネスパートナーとの取引契約が進展し、来期に向けての見積もりの引き合いが増加

していますが当期の売上目標までには至りませんでした。また英語版海外向けカタログの発刊及びホ

ームページ開設を行い、海外の照明デザイナーへの販促活動を積極的に行いました。 

 このような状況のもと、売上高は179億７百万円と前期比3.8％増収となりましたが、営業利益は為

替変動及び原材料の高騰により25億50百万円と前期比22.2％の減益となりました。  

  

② 家具関連事業 

家具関連事業のうち、インテリア家具・用品販売については、平成17年12月末より一般消費者を対

象とした小売販売から撤退し、新たに家具カタログを発刊し、建築士、インテリアデザイナーなどを

対象に、東京青山及び本社ショールームを中心に販促活動に取り組んだ結果、販路開拓や見込み客の

開拓は順調に進んだものの前年の売上高を上回るまでには至りませんでした。 

 また、主要な照明事業の販売拠点に家具事業専任の営業担当を配置して照明事業の顧客やデベロッ

パーなどを中心にした販促活動を実施し、来期に向けての取り組みに注力いたしました。 

 一方、システム収納家具事業は、組織の強化を図る一方、タイ子会社にて品質向上及びコストダウ



ンに取り組んだ結果、物件単位の採算は大幅に改善されましたが、受注物件の一部が来期以降の引

渡しとなるために利益貢献には至りませんでした。 

 このような状況のもと、売上高は８億20百万円と前期比25.6％減少になり、３億65百万円の営業損

失となりました。 

  

  



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

売上高は183億33百万円（前期比1.1％増）となりました。これは、日本国内向け及び海外向けの販

売増加が主な要因であります。営業利益に関しては22億51百万円（前期比8.6％減）となりました。

これは、原材料高騰による売上原価の増加及びイーシームズ株式会社の本格稼働に伴う販売費及び一

般管理費の増加が主な要因であります。  

  

② アジア 

売上高は39億8百万円（前期比20.4％増）となりました。これは、親会社からの受注の増加及び海

外売上の増加が主な要因であります。しかし、為替変動・原材料高騰の影響を受け、３億15百万円の

営業損失（前期営業利益２億80百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ４億61百万円減少し、当連結会計年度末には７億21百万円となりました。主な要因は以下の通りであ

ります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は３億５百万円に留まり、前連結会計年度末に

比べ９億67百万円減少しました。 

 主な要因は、棚卸資産の増加によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、投資活動に投下した資金は14億91百万円であり、前連結会計年度に比べ

６億57百万円増加しました。 

 主な資金使途は、本社ショールーム建設及び昆山恩都照明有限公司の設備投資等であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金の増加は、６億79百万円であり、前連結会計年度に比

べ11億29百万円増加しました。主な要因は、棚卸資産への投下及び設備投資に伴う短期借入金による

資金調達であります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

   ２ 金額は製造原価としております。 

３ 上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社は主に需要予測に基づく見込生産方式を採用しているため、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

   ２ 上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

３ 主要な販売先(総販売実績に対する割合が10％以上)に該当するものはありません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社の主たる事業分野である照明器具関連事業では、環境に配慮した省エネ製品への社会的要請が強ま

りLEDや有機ELなどの新たな光源開発等、大きなイノベーションを迎えようとしております。 

 当社グループは、環境に配慮した高効率製品、高品質でハイセンスな高機能新製品の開発に引き続き積

極的に取り組むとともに、当社の強みを活かしてLEDなどの新光源を活用した製品開発と提案営業にも積

極的に取り組んでまいります。 

 また、生産面ではタイ及び中国の子会社の強化を図り、国際的な競争力の強化を進め今後の売上拡大を

目指してまいります。 

 他方、原材料仕入価格の高騰、為替変動に対処するため予約等の実施やクレームゼロを目指す社内体制

の充実にも注力してまいります。また、コンプライアンス推進・業務標準化・リスク管理・業務プロセス

別統制の更なる充実により内部統制システム構築強化を図ってまいります。 

 次に、家具関連事業では、業務用家具メーカーとしての地位を強固にするために、独自性豊かなオリジ

ナル製品を積極的に開発し照明事業と連携を図りながら販売基盤の構築を進めてまいります。  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

照明器具関連事業 4,111 145.3

家具関連事業 360 210.6

合計 4,472 149.0

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

照明器具関連事業 17,907 103.8

家具関連事業 820 74.4

合計 18,727 102.1



４ 【事業等のリスク】 

当社のグループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のような

ものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年６月29日)現在において当社

グループが判断したものであります。 

  

１．事業活動に関するリスク 

(1) 商業施設市場の景気変動、出店規制などについて 

当社グループは特定の取引先に依存することなく、幅広い顧客からの受注を確保しており、安定した

取引基盤を有しております。しかしながら、当社グループは商業施設用照明器具の売上高に占める割合

が大きいため、商業施設市場の景気動向や大型商業施設の出店規制などによって、得意先からの受注に

影響を受ける事があります。そのため、その動向次第では、当社グループの経営成績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。 

  

(2) 国際的な事業展開について 

当社グループは、タイと中国に現地子会社を設立し、低コスト生産体制を確立しておりますが、海外

では為替リスクに加え、政情不安、経済動向の不確実性、宗教及び文化の相違、現地における労使関係

等のリスクに直面する可能性があります。また、現地子会社からの完成品の仕入比率が高まっており、

政情不安や経済動向によっては完成品の供給にも影響を与えます。当社グループは、現地子会社と連携

を密にし、適切に対応していく方針でありますが、予測不能な事態が発生した場合には、当社グループ

の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

(3) 家具関連事業について 

当社の家具関連事業につきましては、収益力強化を目指して従来の事業内容である小売業から撤退

し、建築士、インテリアデザイナーなど照明事業の顧客を中心にカタログを販売媒体とした販売方法に

変更しました。 

今後、この事業転換による成果が上がらなかった場合、カタログ発刊費用や人件費が利益の圧迫要因

となり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

(4) レンタル事業について 

当社は、前期にレンタル事業の子会社(イーシームズ株式会社)を設立し、照明器具及び省エネ商材の

レンタルを開始しておりますが、同事業が予想通り軌道に乗らなかった場合には、キャッシュフローの

圧迫要因となる可能性があります。 

  



（5）製品の欠陥について 

当社グループは、所定の品質基準に基づき、製品の品質確保に細心の注意を払っております。 

しかし、部品のロット不良などにより当社グループが供給する製品に重大な欠陥が発生した場合に

は、製品の回収及び交換による費用、企業イメージのダウン等により、当社グループの経営成績及び財

政状態に影響を与える可能性があります。 

  

２．マーケット変動によるリスク 

(1) 原材料の仕入価格の高騰について 

当期は、鋼材価格上昇は一服したものの依然として高水準にあり、原油価格やその他原材料価格も高

値圏で推移しております。国内においては、取引先企業との価格交渉によって取引条件が決定される

為、仕入価格に即座に反映されるわけではありませんが、このような原材料の仕入価格高騰状態が続け

ば、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

(2) 為替変動による影響について 

当社はタイ及び中国に現地法人があります。そのため、連結財務諸表作成において、貸借対照表及び

損益計算書は円換算されるため、為替相場の変動の影響を受けます。 

当社グループは、為替相場の変動をヘッジ又は軽減する対策を講じてはおりますが、為替レートが急

激に変動した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

(3) 包括的長期為替予約について 

当社は、米ドル建輸入取引の為替変動リスクをヘッジする目的で、通貨オプション取引、通貨スワッ

プ取引を利用した包括的長期為替予約を実行しております。 

当社は、当該デリバティブ取引について時価評価を行う処理を採用しているため、今後当該取引の時

価評価に影響を及ぼすドル円レート並びに日米金利差の変動状況により、相当額の評価損益が発生する

可能性があります。 

  

３．その他のリスク 

(1) 繰延税金資産について 

当社グループは、当連結会計年度において10億58百万円の繰延税金資産を計上しております。繰延税

金資産につきましては、今後の利益(課税所得)をもって全額回収可能と考えておりますが、業績の悪化

等によって一部取り崩しを求められることになった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を与える可能性があります。  

  

(2) 有明倉庫の原状回復費用について 

当社の家具関連事業において、賃借しておりました倉庫の原状回復費等の負担について、平成19年６

月15日、貸主と和解が成立しました。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループにおいては、照明（光）は人々の文化的生活や生産活動を支え、明るく豊かな社会をつく

る上で も重要なエレメントであると考えています。 

 一方で、照明器具は多くの資源やエネルギーを消費し地球温暖化に悪影響を与えますので、省エネルギ

ー機器や高効率な照明器具の開発に真剣に取り組むことが当社グループの社会的責任と認識しておりま

す。従って、「より少ない資源やエネルギーで、より高付加価値な空間を創造する」を基本方針に掲げ、

光源、器具、照明設計の三つの条件をバランスよく研究開発することで省資源、省電力、快適環境創造が

実現可能と考え、積極的に研究開発に取り組んでおります。 

また、当社グループではインテリア・家具と照明の相乗効果が高付加価値な空間創造するための不可欠

なエレメントと考えております。単に機能や明るさだけを得る目的の照明器具や家具の提供だけでなく独

自性豊かな空間演出を求める顧客ニーズに応えるため、インテリア家具の商品開発にも取り組んでおりま

す。 

 当連結会計年度における照明器具関連事業の研究開発活動につきましては、照明技術研究所及び子会社

である昆山恩都照明有限公司並びにENDO Lighting(THAILAND)Public Co.,LTD.の開発部門が、また、家具

関連事業につきましては、インテリア家具事業部の開発部門及び国内外の協力会社が、交互に連携、連動

しながら開発活動を展開いたしました。 

なお、当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費総額は420百万円であり、当該金額には

研究開発部門の人件費及び諸経費345百万円が含まれております。 

  

当社グループの照明器具関連事業の研究開発活動は、次の通りであります。 

コア技術分野 

ＬＥＤ（発光ダイオード）を光源として、オリジナリティある高効率な器具開発を可能にするため、明

るさとインパクト、長寿命と信頼性を追求した電源一体型のＬＥＤデバイスの開発に重点的に取り組みま

した。 

 また、大規模化、高天井化が進む商業施設向けに、店舗のレイアウト変更などにも柔軟に対応して光の

特性をアジャストできる斬新な光学反射鏡の設計技術を開発しました。 

  

製品開発分野 

昆山恩都有限公司がメインに製造担当する海外市場向け高効率テクニカル製品を、昨年４月にドイツ・

フランクフルトでの「Light+Building2006」、６月に中国・広州での「広州国際照明＋建築電気技術展覧

会」に出展発表しました。国内においては「2006-2008総合カタログ」を６月に多数の新製品と併せて発

刊いたしました。当社の光制御技術と製品品質への取組みにより、成果を上げております。 

①ＬＥＤ照明器具の開発 

当社が独自で開発したＬＥＤモジュールを搭載した高効率で高機能なＬＥＤ照明器具の開発に重点的に

取り組んでおります。2008年３月期はＬＥＤ照明器具を多数掲載したＬＥＤ専用カタログの発刊を予定し

ております。 

②テクニカル照明器具開発 

高効率でコンパクトな新光源を搭載した商業施設向けテクニカル新製品シリーズを開発いたしました。

また、当社が強みとするソリューション提案の強化を図るため、変化する顧客ニーズに対応した食品スー

パー向けの製品開発を行いました。 

 現在、世界の建築物件を視野に入れた2008年発刊予定の「2008-2010総合カタログ」に向けた新製品開

発を重点的に取り組んでおります。 

  

当社グループの家具関連事業の研究開発活動は、次の通りであります。 

照明器具関連事業とのシナジー効果をより一層高めるため、コントラクト向けの商品開発に重点的に取

り組みました。昨年４月に当社オリジナル家具シリーズ「シェープリー」及びイタリアの著名ブランドメ

ーカー「モンティナ」「ボンテンピ」「テクノ」の各社商品を厳選しカタログを発刊しました。 

 また、モダンデザインを基調にしたオリジナルデザインの商品開発に注力し、今年５月には当社独自の

家具総合カタログ「Abita Style07-08」を発刊しました。チェア、ソファ、テーブルなどを中心に200ア



イテムを超える新商品を含む、約500アイテムの商品を掲載しております。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)財政状態 

①総資産 

当期末の総資産は、前期に比べ21億15百万円増(12.4％増）の191億28百万円となりました。主な要

因は次のとおりであります。 

イ)流動資産 

当期末の流動資産は、前期に比べ9億20百万円増（9.3％増）の107億77百万円となりました。主

な要因は棚卸資産の増加によるものであります。  

ロ)固定資産 

当期末の固定資産は、前期に比べ11億95百万円増（16.7％増）の83億50百万円となりました。主

な要因は本社ショールーム及び昆山恩都照明有限公司の設備増強等に伴う有形固定資産の増加で

あります。  

②負債 

当期末の負債は、前期に比べ14億27百万円増（19.4％増）の87億90百万円となりました。主な要因

は次のとおりであります。 

イ)流動負債 

当期末の流動負債は、前期に比べ16億51百万円増（29.1％増）の73億32百万円となりました。主

な要因は短期借入金の増加及び当期より製品保証引当金を計上したことによるものであります。

ロ)固定負債 

当期末の固定負債は、前期に比べ2億24百万円減（13.3％減）の14億57百万円となりました。主

な要因は社債の次年度償還予定及び長期借入金の返済によるものであります。 

③純資産 

当期末の純資産は、前期に比べ6億87百万円増（7.1％増）の103億38百万円となりました。主な要因

は繰延ヘッジ損益の発生及び為替換算調整勘定の増加によるものです。  

④キャッシュ・フロー 

当期における営業活動による資金の増加は3億5百万円に留まり、前期に比べ9億67百万円減少しまし

た。主な要因は棚卸資産の増加によるものです。 

 当期において、投資活動に投下した資金は14億91百万円であり、前期に比べ投下した資金は6億57百

万円増加しました。主な資金使途は、本社ショールーム建設及び昆山恩都照明有限公司の設備投資等

であります。 

 当期における財務活動による資金の増加は、6億79百万円であり、前期に比べ11億29百万円増加しま

した。主な要因は、棚卸資産への投下及び設備投資に伴う短期借入金による資金調達であります。 

  

以上の結果、当期における資金は、前期に比べ4億61百万円減少し、当期末には7億21百万円となり

ました。 

  



(2)経営成績 

①売上高 

当期の売上高は前期に比べ3億81百万円増(2.1％増)の187億27百万円となりました。主な要因は売上

高の大半を占める照明器具関連事業において、各種専門店や百貨店、モール等の大型商業施設並び

にマンション、オフィス等の物件を着実に受注したことにより当期の売上高は6億63百万円(3.8％

増)増加しましたが、家具関連事業のうち、インテリア家具・用品販売については、平成17年12月末

に事業転換しましたが当期では前年の売上高を上回るまでには至らず、当期の売上高は2億82百万円

(25.6％減)減少したことによるものであります。  

②売上総利益 

当期の売上総利益は前期に比べ4億63百万円減(5.4％減)の80億95百万円となりました。主な要因は

為替変動・原材料高騰により、原価にかかる調達コストが増加したことによるものであります。  

③販売費及び一般管理費 

当期の販売費及び一般管理費は前期に比べ1億47百万円増(2.3％増)の66億38百万円となりました。

主な要因は当期より製品保証引当金を計上したこと及び本社ショールームの設備増強等に伴う減価

償却費の増加であります。 

④営業利益 

上記②及び③の結果、当期の営業利益は前期に比べ6億10百万円減(29.6％減)の14億56百万円となり

ました。 

⑤営業外損益 

当期の営業外損益は79百万円の費用超過となりましたが、前期に比べて40百万円の改善となりまし

た。主な要因は為替差益の増加によるものであります。  

⑥経常利益 

上記④及び⑤の結果、当期の経常利益は前期に比べ5億70百万円減(29.3％減)の13億76百万円となり

ました。 

⑦特別損益 

当期の特別損益は前期に比べ5億8百万円の損失増加となりました。主な要因は本社移転費用、家具

倉庫撤収費用、過年度製品保証引当金繰入額により総額5億38百万円の損失を計上したことによるも

のであります。  

⑧当期純利益 

上記⑥及び⑦の結果、税金等調整前当期純利益から、法人税、住民税及び事業税や法人税等調整額

並びに少数株主利益を差し引いた当期純利益は前期に比べ7億2百万円減(66.5％減)の3億52百万円と

なりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資の総額は16億4百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資につい

て示すと、次のとおりであります。 

(1) 照明器具関連事業 

昆山恩都照明有限公司の建設費用と生産設備及びENDO Lighting(THAILAND)Public Co.,LTD.の生産設

備が主要なものであり、総額9億50百万円の投資を実施しました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

(2) 家具関連事業 

重要な設備の取得、除却または売却はありません。 

(3) 全社 

本社ショールームの建設費が主要なものであり、総額6億51百万円の投資を実施しました。 

なお、平成18年７月の本社移転に伴い、旧本社社屋内装設備等の除却損103百万円を計上しておりま

す。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち、「その他」は工具器具及び備品であります。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社 
(大阪市中央区)

照明器具 
関連事業
家具 
関連事業 
全社

販売設備 
 
販売設備 
 
統括設備

1,200 ―
935

(537)
93 2,229 80

佐野工場 
(栃木県佐野市)

照明器具 
関連事業

生産設備 1 0 ― 1 3 8

照明技術研究所 
(大阪府東大阪市)

照明器具 
関連事業

研究開発 
施設設備 
品質管理 
施設設備

82 2
269

(363)
8 362 29

生産本部 
(大阪市平野区)

照明器具 
関連事業

統括設備 
物流設備

7 0
―

41 50 22

中央物流課 
(滋賀県甲賀市水口町)

照明器具 
関連事業

物流倉庫 
設備 
加工設備

200 9
350

(15,865)
2 563 21

佐野物流課 
(栃木県佐野市)

照明器具 
関連事業 
家具 
関連事業

物流倉庫 
設備 
物流倉庫 
設備

32 1
291

(16,000)
0 325 5

富士見倉庫 
(群馬県勢多郡 
富士見村)

家具 
関連事業

倉庫設備 ― ―
128

(9,264)
― 128 ―

受発注物流課 
(栃木県佐野市栄町)

家具 
関連事業

物流倉庫 
設備

0 0 ― 2 3 3

東京営業部 
(東京都台東区)

照明器具 
関連事業 
家具 
関連事業

販売設備 
 
販売設備

6 0 ― 3 9 88

名古屋営業所 
(名古屋市中区) 
他16営業所

照明器具 
関連事業 
家具 
関連事業

販売設備 
 
販売設備

5 0
39

(128)
1 47 105

青山ショールーム 
(東京都港区)

照明器具 
関連事業 
家具 
関連事業

販売設備 
 
販売設備

97 ―
―

12 109 42

今里ビル 
(大阪市東成区)

全社 賃貸用設備 25 ―
115

(394)
0 140 ―

永和ビル 
(大阪府東大阪市)

全社 倉庫設備 99 ―
434

(451)
― 534 ―



(2) 国内子会社 

  主要な設備はありません。 

  

(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち、「その他」は工具器具及び備品と建設仮勘定であります。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 
(注)  上記の金額に消費税は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

     経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
その他 合計

ENDO Lighting 
(THAILAND)  
Public 
CO., LTD.

本社工場(タイ国 
サムット 
プラカーン県) 
他1工場

照明器具 
関連事業 
家具 
関連事業

工場及び
生産設備   
工場及び 
生産設備

200 331
215

(33,612)
27 775 382

昆山恩都照明 
有限公司

本社工場 
(中国江蘇省 
昆山市)

照明器具 
関連事業

本社工場
及び 
生産設備

249 349 ― 183 782 145

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の
種類別 

セグメント 
の名称

設備の 
内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法 着手年月 完成予定年月
完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社
本社 
(大阪市中央区)

全社 
照明器具 
関連事業 
家具 
関連事業

什器及びソ
フトウェア
等

369 22 借入金 平成19年１月
平成20年３ 

月
―

イーシームズ
㈱

本社(大阪市中央
区)及び他２営業
所

照明器具
関連事業

レンタル資
産

1,080 ―
親会社からの

借入金
平成19年４月 平成20年３月 ―

ENDO Lighting 
(THAILAND) 
Public 
CO.,LTD.

本社工場(タイ国
サムットプラカー
ン県)他１工場

照明器具
関連事業 
家具 
関連事業

生産設備 102 ― 自己資金 平成19年４月 平成20年３月 ―

昆山恩都照明
有限公司

本社工場 
(中国江蘇省昆山
市)

照明器具
関連事業

生産設備 80 ―
親会社からの

出資金
平成19年４月 平成20年３月 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,800,000

計 35,800,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 13,462,068 13,462,068
大阪証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 13,462,068 13,462,068 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

当社は平成13年改正旧商法第280条ノ20並びに平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予

約権を発行しております。 

なお、平成15年６月27日定時株主総会決議に基づき発行した新株予約権は、平成18年７月27日をもっ

て全て権利行使が行われた結果、当事業年度末現在の残高はありません。 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数 133個(注)１ 100個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 133,000株 100,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり338円(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～
平成19年６月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 338円
資本組入額 169円

同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割り当てを受
けた者は、権利行使時におい
ても、当社または当社の子会
社の取締役もしくは従業員、
または監査役の地位にあるこ
とを要する。 
 新株予約権行使日の前日の
大阪証券取引所(当社が他の証
券取引所に上場した場合は主
要な取引所。)における当社普
通株式普通取引の終値が、１
株当たりの払込金額を10％以
上上回っていること。 
 その他の条件は、本総会及
び新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する「新
株予約権割当契約」に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その
他の処分を認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

      ― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率



(3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加額は、新株予約権付社債の新株予約権の権利行使による増加で

あります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式187,534株は「個人その他」に1,875単元及び「単元未満株式の状況」に34株を含めて記載しており

ます。 

なお、自己株式数は株主名簿上には187,534株で記載がございますが、平成19年３月31日現在の実質的な所

有株式数は184,534株であります。 

２ 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が70単元含まれております。 

３ 平成18年４月27日開催の当社取締役会の決議により、平成18年７月３日付で１単元の株式数は1,000株から

100株となっております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成17年 
７月12日、７月13日

862 13,462 499 3,529 500 2,169

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 13 9 57 15 ― 987 1,081 ―

所有株式数 
(単元)

― 25,328 238 29,725 19,947 ― 59,376 134,614 668

所有株式数 
の割合(％)

― 18.81 0.18 22.08 14.82 ― 44.11 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社         955千株 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社       357千株 

３ 株式会社アーバンは、当事業年度中で新たに主要株主となりました。 

４ 下記の法人から大量保有報告書の写しの送付を受けておりますが、当社としては、当事業年度末現在におけ

る実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の状況には反映しておりません。 

  

（大量保有報告書の内容） 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

遠 藤 良 三 奈良県奈良市 1,638 12.16

株式会社アーバン 奈良県奈良市西大寺新池町４番40号 1,372 10.19

有限会社遠藤興産 奈良県奈良市西大寺新池町４番40号 1,000 7.42

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 955 7.09

遠 藤 正 子 奈良県奈良市 669 4.97

シービーエヌワイチャールズシ
ュワッブエフビーオーカスタマ
ーズ 
(常任代理人 シティバンク・
エヌ・エイ東京支店)

111  PAVONIA  AVENUE  EAST(SUITE300)
JERSEY CITY.NJ07310 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

485 3.60

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 405 3.00

遠藤照明従業員持株会 大阪市中央区本町１丁目６番19号 378 2.81

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室)

P.O.  BOX  351  BOSTON  MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

370 2.75

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 357 2.65

計 ― 7,633 56.70

氏名又は名称 住所 提出日
報告義務
発生日

所有株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門 
四丁目３番１号

平成19年
 ３月７日

平成19年
 ２月28日

1,058 7.86



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権70個)含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記の他、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権30個)

あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

184,500
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

13,276,900
132,769 同上

単元未満株式
普通株式

668
― 同上

発行済株式総数 13,462,068 ― ―

総株主の議決権 ― 132,769 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社遠藤照明

大阪市中央区本町１丁目
６番19号

184,500 ― 184,500 1.37

計 ― 184,500 ― 184,500 1.37



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20並びに第280条ノ21の規定に基づき、下記の対象者に対

して新株予約権を発行することを平成14年６月27日の定時株主総会において特別決議されたものであり

ます。 

 なお、平成15年６月27日定時株主総会決議に基づき発行した新株予約権は、平成18年７月27日をもっ

て全て権利行使が行われた結果、当事業年度末現在の残高はありません。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員126名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 291,000株

新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり338円。
なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次
の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切
り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成19年６月25日

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または
当社の子会社の取締役もしくは従業員、または監査役の地位にあること
を要する。 
新株予約権行使日の前日の大阪証券取引所(当社が他の証券取引所に上
場した場合は主要な取引所。)における当社普通株式普通取引の終値
が、１株当たりの払込金額を10％以上上回っていることを要する。 
その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める
ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入れその他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項                ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

               ―



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による取得 

 
  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 上記の他、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権30個)

あります。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

 当事業年度における取得自己株式 2,596 3,338

 当期間における取得自己株式 ― ―

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(新株予約権の権利行使) 53,000 20,524,000 33,000 11,154,000

保有自己株式数 184,534 ― 151,534 ―



３ 【配当政策】 

当社の配当政策は、長期的に安定配当を維持していくことを基本方針としておりますが、企業の収益状

況や内部留保の厚みなど、経営状態に応じ斟酌されるべきものと考えております。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の業績を勘案し、年間の配当金は中間配当金(１株につき12円50銭)と合わせ、１株につき25

円の配当を実施することとしております。 

内部留保金につきましては、長期的展望にたった新規事業の開発活動及び経営体質の効率化・省力化の

ための投資等に活用し、企業体質と企業競争力のさらなる強化に取り組んでまいります。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。 

  

 (注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額 
(円)

 平成18年10月16日 
 取締役会決議

165 12.50

 平成19年６月28日 
 定時株主総会決議

165 12.50

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 430 527 1,120 1,547 1,449

低(円) 204 269 430 851 832

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 1,170 1,120 1,110 1,195 1,062 950

低(円) 1,010 1,070 1,011 1,025 912 832



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役 

社長
遠 藤 良 三 昭和18年１月９日生

昭和42年９月 遠藤照明器具製作所(個人経営)を

創業(大阪市城東区)

注３ 1,638

昭和47年８月 ㈱遠藤照明設立 代表取締役社長

昭和59年３月 株式会社アーバン設立 代表取締

役社長

平成元年６月 Lighting ENDO (THAILAND) 

CO.,LTD.「現 ENDO Lighting 

(THAILAND) Public CO., LTD.」

設立代表取締役社長

平成４年３月 有限会社遠藤興産設立 取締役社

長

平成６年10月 当社代表取締役社長兼営業本部長

平成13年４月 当社代表取締役社長兼営業本部長

兼インテリア事業部長

平成14年３月 当社代表取締役社長兼営業本部長

平成15年11月 ENDO Lighting (THAILAND) 

Public CO., LTD. 

代表取締役(現任)

平成15年11月 昆山恩都照明有限公司 

董事長

平成16年５月 当社代表取締役社長兼照明技術研

究所長

平成17年２月 株式会社アーバン取締役

平成17年７月 イーシームズ株式会社取締役(現

任)

平成18年４月  当社代表取締役社長(現任)

平成19年１月 昆山恩都照明有限公司 

董事(現任)

常務取締役 
兼執行役員

経営戦略室長 遠 藤 邦 彦 昭和49年４月８日生

平成９年４月 ㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)入行

注３ 128

平成13年１月 当社入社

平成17年２月 株式会社アーバン代表取締役社長

平成18年４月  当社経営戦略室長

平成18年６月 当社取締役経営戦略室長兼照明技

術 研究所担当

平成19年４月 当社取締役兼執行役員経営戦略室

長

平成19年６月 当社常務取締役兼執行役員経営戦

略室長(現任)

取締役 
兼執行役員

営業本部長兼 
東京営業部長

鍛冶谷 栄司 昭和37年１月10日生

昭和59年４月 当社入社

注３ 3

平成12年４月 当社大阪営業部長兼大阪販売促進

部長

平成14年１月 当社東京営業部長

平成16年１月 当社東京支店長兼東京営業部長

平成17年６月 当社取締役営業副本部長兼東京支

店長

平成18年１月 当社取締役営業副本部長兼東京支

店長兼東京商環境営業部長

平成18年11月 当社取締役営業本部長兼東京支店

長兼東京商環境営業部長

平成19年４月 当社取締役兼執行役員営業本部長

兼東京営業部長(現任)

取締役 平 石  博 昭和18年２月27日生

平成13年６月 大和銀オペレーションビジネス㈱

常務取締役東京支店長

注３ 5

平成15年５月 同社退社

平成15年６月 当社入社

平成16年６月 当社常務取締役営業本部長

平成17年６月 当社取締役インテリア事業部長

平成17年８月 当社取締役辞任

平成18年４月 上海亜経投咨洵有限公司入社 日

本駐在(現任)

平成19年１月 当社顧問として入社

平成19年６月 当社取締役(現任)



 
(注) １ 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

２ 監査役 井上耕一及び坂本修は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。なお、取締役 平石博は平成19年３月期に係る定時株主総会にて就任しております。

４ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 常務取締役兼執行役員経営戦略室長 遠藤邦彦は、代表取締役社長 遠藤良三の実子であります。 

６ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定機能及び監督機能と各部門の業務執行機能

を明確にに区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は10名で、常務取締役遠藤邦彦は経営戦略室長、取締役鍛冶谷栄司は営業本部長兼東京営業部長を

兼任し、以下、照明技術研究所長兼商品企画部長売間克也、生産本部長兼生産部長平岡孝雄、照明計画研究

所長兼ショールームグループゼネラルマネージャー北村寿、インテリア家具事業部兼大阪営業課長増村俊

達、経営品質本部長兼総務部長黒田靖文、品質保証部長大方聡、リビング部長鬼塚克己、海外部長川口圭で

構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 
 

高 崎 秀 夫 昭和21年３月８日生

昭和44年６月 遠藤照明器具製作所(個人経営)入

社

注４ 162

昭和47年８月 当社常勤監査役

昭和54年２月 当社常務取締役

昭和60年４月 当社常務取締役管理本部長

平成６年４月 当社常務取締役生産本部長

平成７年６月 当社常勤監査役

平成８年６月 当社取締役生産本部副本部長兼佐

野事業所長

平成11年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 井 上 耕 一 昭和６年５月３日生

昭和49年８月 ㈱三和銀行(現㈱三菱東京UFJ銀

行)本店営業部外国為替課長

注４ 5

昭和60年1月 ㈱徳島相互銀行(現㈱徳島銀行)大

阪支店長

昭和61年２月 ㈱徳島相互銀行(現㈱徳島銀行)外

国部長

昭和63年６月 同行常勤監査役

平成２年６月 当社常勤監査役

平成11年６月 当社監査役(現任)

監査役 坂 本  修 昭和21年９月５日生

平成８年10月 ㈱第一勧業銀行(現㈱みずほ銀行)

長田支店長

注４ ―

平成11年２月 同行人事部付三起商行㈱出向

平成13年10月 三起商行㈱常務取締役

平成18年８月 同社監査役

平成19年２月 中央不動産㈱入社 大阪支店副支

店長(現任)

平成19年５月 三起商行㈱監査役退任

平成19年６月 当社監査役(現任)

計 1,942



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当社は、経営理念として「企業は公器」を掲げ、事業活動は社会的存在価値を高めることに経営資源を

集中し、人間（組織）の持つ無限の能力と可能性を 大限発揮させる経営の仕組みづくり、社会に貢献す

る経営を優先することを目指しております。 

この考え方を実現する経営理念として「顧客にベストビジネスパートナーとして認知される会社に」、

「顧客の要求に 高の形で応える社員に」、「会社価値と経営品質の向上」、「顧客満足と社員の働き甲

斐の向上」、「顧客第一主義の精神」等を掲げております。長期的な視点での企業価値の 大化を目指し

た企業活動を律するコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおります。 

コーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、透明性ある経営を推し進め、的確な情報開示を実践

しております。また、経営の監視機能の強化、経営の機動性の向上、経営のチェック機能の充実に努めて

おります。 

  

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況) 

当社のコーポーレート・ガバナンスの内部統制の仕組みは下記の通りであります。(なお、下記は平成19

年3月末現在の状況であります。) 
 

  

(1)経営管理機能 

当社は、取締役会を取締役６名で構成し、取締役会を毎月１回開催して、迅速な意思決定を行うと

ともに業務執行を監督しております。監査役は社外監査役２名を含む３名の体制で、監査役全員が取

締役会に出席し、意見等述べ運営状況を監視しております。また、社内の重要な会議であるマネジメ

ント・レビュー会議（経営目標・経営戦略の進捗報告等を行なう）にも監査役全員が出席しておりま

す。監査役は取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ、取締役会の意思決定の過程及び取

締役の業務執行状況を監視しております。 



(2)会計監査及び監査役監査、内部監査の状況 

会計監査につきましては当社は太陽ＡＳＧ監査法人と監査契約を締結し、会社法監査及び証券取引

法監査を受けております。太陽ＡＳＧ監査法人は、独立の第三者としての立場から財務諸表監査を実

施し、当社は監査結果の報告(改善事項の提言を含む)を受けております。 

  

なお、当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は下記の通

りであります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

  石川昌司(継続監査年数20年)、柏木 忠(継続監査年数１年) 

・監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ７名、会計士補等 ４名、その他 ３名 

  

監査役監査は、日常的に業務監査が実施されており、監査役会において相互に職務執行の状況につ

いて報告することで認識共有化と監査効率化が図られております。また、業務監査の内容は毎月の取

締役会に報告されております。 

内部監査は、代表取締役社長の直轄部門である内部監査室（１名）が、各部署の会計・業務・法

令・社内ルールの遵守状況等について定期的に内部監査を実施すると共に、会社財産の保全並びに問

題の未然防止のために具体的な助言を行っております。また、監査法人及び監査役との間で、その結

果の報告並びに意見交換の場を年２回設けることにより連携を取り、リスク管理体制の充実を図って

おります。更に、棚卸立会いにも監査役と同行し連携を深めております。 

  

(3)リスク管理体制の整備の状況 

当社は、適正な事業運営を行い経営の安定的成長及び経営資源の保全を図るために、業務に関わる

全てのリスクを適切に管理・統制することが経営上の重要課題の一つであると考えており、コンプラ

イアンス規程等により当社グループの各種リスク管理体制の強化に取り組んでおります。 

 更に、今後全社的なリスク管理を統括する「コンプライアンス・リスク管理委員会」の設置、「リ

スク管理規程」の制定等によりリスク管理体制の一層の強化・充実に取り組んでまいります。 

 また、顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。 

  

(4)会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

の概要 

当社は社外取締役を選任しておりません。社外監査役は２名おります。１名は、当社の取引銀行で

ある株式会社三菱東京UFJ銀行（当時㈱三和銀行）の元社員で当社は㈱三菱東京UFJ銀行から融資を受

けております。１名は、当社の取引銀行である株式会社みずほ銀行（当時㈱第一勧業銀行）の元社員

で、当社は㈱みずほ銀行から融資を受けております。 

  

(5)役員報酬及び監査報酬 

 ① 役員報酬 

 
  

役員報酬
取締役に対する年間報酬総額 96百万円

監査役に対する年間報酬総額
(注)１,２

17百万円

役員退職慰労金 株主総会決議に基づく退職慰労金 51百万円

(注) １ 監査役に対する報酬は社外監査役の報酬５百万円が含まれております。

   ２ 監査役に対する年間報酬総額には、退任監査役１名に対する報酬を含んでおります。

   ３ 株主総会決議による報酬限度額は、取締役年額２億円、監査役年額５千万円であります。

  ② 監査報酬

監査報酬

公認会計士法(昭和23年法律第103号)
第２条第１項に規定する業務に基づく
報酬

16百万円

 上記以外の報酬 (注) 2百万円  

  (注) 財務報告に係る内部統制に関する助言業務に対する報酬です。



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、太陽ASG監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,187 728

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 3,839 3,834

 ３ たな卸資産 3,691 5,079

 ４ 繰延税金資産 514 505

 ５ その他 ※２ 647 644

   貸倒引当金 △21 △14

   流動資産合計 9,857 57.9 10,777 56.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 ※１ 3,695 4,471

    減価償却累計額 2,463 1,231 2,204 2,267

  ２ 機械装置及び運搬具 1,266 1,979

    減価償却累計額 898 368 1,285 693

  ３ 土地 ※１ 2,790 2,855

  ４ 建設仮勘定 821 8

  ５ その他 873 1,120

    減価償却累計額 649 223 670 449

   有形固定資産合計 5,436 32.0 6,275 32.8

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 163 132

  ２ 電話加入権 22 22

  ３ 土地使用権 97 99

   無形固定資産合計 283 1.7 254 1.4

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 160 135

  ２ 繰延税金資産 616 552

  ３ その他 898 1,370

    貸倒引当金 △241 △237

   投資その他の資産合計 1,434 8.4 1,820 9.5

   固定資産合計 7,154 42.1 8,350 43.7

   資産合計 17,012 100.0 19,128 100.0



 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 2,790 3,088

 ２ 短期借入金 ※１ 151 1,332

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

※１ 750 836

 ４ １年以内償還予定社債 92 300

 ５ 未払法人税等 536 103

 ６ 賞与引当金 425 384

 ７ 役員賞与引当金 ― 12

 ８ 製品保証引当金 ― 235

 ９ その他 932 1,039

   流動負債合計 5,680 33.4 7,332 38.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 300 ―

 ２ 長期借入金 ※１ 768 659

 ３ 退職給付引当金 193 217

 ４ 役員退職慰労引当金 357 372

 ５ 繰延税金負債 ― 132

 ６ その他 61 75

   固定負債合計 1,681 9.9 1,457 7.6

   負債合計 7,362 43.3 8,790 46.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 159 0.9 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 3,529 20.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 2,175 12.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 3,746 22.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 71 0.5 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 48 0.3 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※３ △ 79 △0.5 ― ―

   資本合計 9,491 55.8 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

17,012 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 3,529

 ２ 資本剰余金 ― 2,177

 ３ 利益剰余金 ― 3,723

 ４ 自己株式 ― △64

   株主資本合計 ― ― 9,366 49.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 53

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― 321

 ３ 為替換算調整勘定 ― 371

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 746 3.9

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 226 1.1

   純資産合計 ― ― 10,338 54.0

   負債純資産合計 ― ― 19,128 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 18,346 100.0 18,727 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 9,787 53.3 10,632 56.8

   売上総利益 8,559 46.7 8,095 43.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 6,491 35.4 6,638 35.4

   営業利益 2,067 11.3 1,456 7.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び配当金 2 5

 ２ 仕入割引 14 16

 ３ 賃貸収入 34 31

 ４ 為替差益 41 137

 ５ 立退料収入 40 ―

 ６ その他 34 167 0.9 47 238 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 45 56

 ２ 売上割引 203 218

 ３ 社債発行費 15 ―

 ４ 新株発行費 8 ―

 ５ その他 16 288 1.6 42 317 1.7

   経常利益 1,946 10.6 1,376 7.4

Ⅵ 特別利益

 １ 包括的長期為替予約評価 
   益

139 24

 ２ 固定資産売却益 ※３ 2 0

 ３ 貸倒引当金戻入益 ― 141 0.8 7 32 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 本社移転費用 ※６ ― 179

 ２ 家具倉庫撤収費用 ※７ ― 214

 ３ 過年度製品保証 
   引当金繰入額

― 144

 ４ 固定資産除売却損 ※４ 16 1

 ５ 家具事業在庫処分損失 57 ―

 ６ 減損損失 ※５ 65 ―

 ７ その他 1 141 0.8 ― 540 2.9

   税金等調整前 
   当期純利益

1,947 10.6 868 4.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

866 446

   法人税等調整額 △ 1 864 4.7 68 515 2.7

   少数株主利益 (減算)27 0.1 (減算)0 △0.0

   当期純利益 1,055 5.8 352 1.9



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,670

Ⅱ 資本剰余金増加高

   新株予約権付社債の新株予 
   約権の権利行使による増加

500

   自己株式処分差益 5 505

Ⅲ 資本剰余金期末残高 2,175

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,957

Ⅱ 利益剰余金増加高

  当期純利益 1,055 1,055

Ⅲ 利益剰余金減少高

  配当金 253

  役員賞与 12 265

Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,746



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,529 2,175 3,746 △79 9,372

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △198 △198

 剰余金の配当 △165 △165

 利益処分による役員賞与 △12 △12

 当期純利益 352 352

 自己株式の取得 △3 △3

 自己株式の処分 2 18 20

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 2 △23 15 △6

平成19年３月31日残高(百万円) 3,529 2,177 3,723 △64 9,366

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 71 ― 48 119 159 9,650

連結会計年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △198

 剰余金の配当 △165

 利益処分による役員賞与 △12

 当期純利益 352

 自己株式の取得 △3

 自己株式の処分 20

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△17 321 323 627 66 693

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△17 321 323 627 66 687

平成19年３月31日残高(百万円) 53 321 371 746 226 10,338



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 1,947 868

 ２ 減価償却費 353 472

 ３ 貸倒引当金の増減額(△は減少) 113 △2

 ４ 賞与引当金の増減額(△は減少) 44 △41

 ５ 役員賞与引当金の増減額(△は減少) ― 12

 ６ 製品保証引当金の増減額(△は減少) ― 235

 ７ 退職給付引当金の増減額(△は減少) 61 23

 ８ 役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) 15 14

 ９ 受取利息及び受取配当金 △2 △5

 10 支払利息 45 56

 11 固定資産除売却損 16 1

 12 減損損失 65 ―

 13 社債発行費 15 ―

 14 本社移転費用 ― 179
 15 包括的長期為替予約評価損益

(△は評価益)
△139 △24

 16 売上債権の増減額(△は増加) △192 12

 17 棚卸資産の増減額(△は増加) 61 △1,229

 18 仕入債務の増減額(△は減少) △91 267

 19 未払消費税の増減額(△は減少) 76 53

 20 未払金の増減額(△は減少) 0 260

 21 役員賞与の支払額 △12 △12
 22 その他 △149 80

    小計 2,229 1,223

 23 利息及び配当金の受取額 0 7
 24 利息の支払額 △ 46 △55
 25 法人税等の支払額 △ 910 △869

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,273 305

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 定期預金の増減額(△は増加) 228 △1

 ２ 有形固定資産の売却による収入 111 27

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △ 1,176 △1,474

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △ 34 △22

 ５ 差入保証金の増減(△は増加) 7 97
 ６ その他 27 △117

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 834 △1,491

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 短期借入金の増減額(△は減少) △ 775 1,149

 ２ 長期借入金による収入 1,170 900

 ３ 長期借入金の返済による支出 △ 1,523 △923

 ４ 社債発行による収入 984 ―

 ５ 社債償還による支出 △92 △92

 ６ 自己株式処分による収入 52 20

 ７ 自己株式取得による支出 △ 8 △3

 ８ 配当金の支払額 △ 253 △367
 ９ 少数株主への配当金の支払額 △4 △5

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 450 679

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 36 44

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 25 △461

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,157 1,182
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,182 721



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は下記の3社になり全て連結し

ております。

(1)ENDO Lighting (THAILAND) Public 

CO., LTD.

(2)昆山恩都照明有限公司

(3)イーシームズ株式会社

  イーシームズ株式会社は、当連結

会計年度において新たに設立した

ため、連結の範囲に含めておりま

す。

子会社は下記の3社になり全て連結し

ております。

(1)ENDO Lighting (THAILAND) Public 

CO., LTD.

(2)昆山恩都照明有限公司

(3)イーシームズ株式会社

  

２ 持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

ENDO  Lighting  (THAILAND)  Public 

CO., LTD.及びイーシームズ株式会社

の決算日は連結決算日と一致しており

ます。 

昆山恩都照明有限公司の決算日は12月

31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (イ)有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)を採用しておりま

す。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (イ)有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用してお

ります。

    時価のないもの

     移動平均法による原価法を

採用しております。

    時価のないもの

同左

 (ロ)デリバティブ取引により生じる 

   債権債務 

    時価法

 (ロ)デリバティブ取引により生じる 

   債権債務 

    時価法

 (ハ)たな卸資産

   原材料・製品・商品

    主として移動平均法による原

価法を採用しております。

   未成工事支出金

    個別法による原価法を採用し

ております。

   貯蔵品

    個別法による原価法を採用し

ております。

 (ハ)たな卸資産

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法

 (イ)有形固定資産

   当社及び国内連結子会社は定率

法（ただし、平成10年4月1日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）及び国内連結子会社

のレンタル資産については定額

法）を採用し、在外連結子会社

は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物   ５～50年 

機械装置及び運搬具 ５～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法

 (イ)有形固定資産

       同左

 (ロ)無形固定資産

   当社及び国内連結子会社は定額

法を採用し、在外連結子会社は

所在地国の会計基準に基づく定

額法を採用しております。 

なお、当社及び国内連結子会社

の自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいておりま

す。

 (ロ)無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

    債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

同左

 (ロ)賞与引当金

    従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当連結

会計年度に対応する賞与支給

見込額を計上しております。

 (ロ)賞与引当金

同左

  (ハ)    ―――   (ハ)役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、支給見込額を計上してお

ります。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  (ニ)    ―――   (ニ)製品保証引当金 

製品販売後に発生する当社負

担の保守交換に係る費用に備

えるため、過去の実績等に基

づく将来発生見込額を計上し

ております。 

(追加情報)    

従来、製品販売後に発生する

当社負担の保守交換に係る費

用については、保守交換作業

発生時の費用として計上して

おりましたが、当連結会計年

度から過去の実績等に基づく

将来発生見込額を製品保証引

当金として計上する方法に変

更しております。この変更は

当該費用の将来発生見込額の

重要性が増してきたことか

ら、期間損益の適正化及び財

務体質の健全化を目的とした

ものであります。この結果、

営業利益、経常利益は91百万

円減少し、税金等調整前当期

純利益は2億35百万円減少し

ております。

 (ホ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。

    なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を収益計上しております。

    また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額(定額法)

をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

 (ホ)退職給付引当金

同左

 (ヘ)役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に備

えるため、規程に基づく当連

結会計年度末の要支給額を計

上しております。

 (ヘ)役員退職慰労引当金

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等

の資産及び負債並びに収益及び費

用は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部における為

替換算調整勘定に含めて計上して

おります。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等

の資産及び負債並びに収益及び費

用は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めて計上し

ております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。なお、在外連結子会社につい

てのリース取引を含む固定資産の

会計処理は、所在地国の会計処理

基準によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 (イ)ヘッジ会計の方法

   金利スワップはすべて特例処理

の要件を満たすため、特例処理

を行っております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 (イ)ヘッジ会計の方法

   当社及び連結子会社は為替予約

が付された外貨建予定取引につ

いて、繰延ヘッジ処理の適用要

件を満たすものについては繰延

ヘッジ処理を行っており、金利

スワップについてはすべて特例

処理の要件を満たすため、特例

処理を行っております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段……金利スワップ

   ヘッジ対象……借入金

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約及び金

利スワップ

ヘッジ対象……外貨建予定取引

及び借入金

 (ハ)ヘッジ方針

   当社の社内規定である「職務権

限及び稟議規定」に基づき決裁

を受け、金利変動リスクをヘッ

ジしております。

 (ハ)ヘッジ方針

   当社及び連結子会社は、為替変

動リスク及び借入金の金利変動

リスクを回避する目的で、為替

予約取引及び金利スワップ取引

を行っております。

 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

   金利スワップは特例処理によっ

ているため、有効性の評価を省

略しております。

 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断してお

ります。特例処理によっている

金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 (イ)消費税の会計処理

   税抜方式によっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 (イ)消費税の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

該当事項はありません。 同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定の償却については５年間

で均等償却を行いますが、金額が僅少

の場合には、発生会計年度に全額償却

しております。

―――

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。

―――

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

6号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益は65百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

           ―――

―――

(役員賞与に関する会計基準)

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号)を適用しております。 

 これにより従来の方法に比べ、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ12百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

―――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 これにより、前連結会計年度において「利益剰余金」

の次に表示しておりました「為替換算調整勘定」は、当

連結会計年度から「評価・換算差額等」の内訳科目とし

て、「繰延ヘッジ損益」は、税効果調整後の金額を「評

価・換算差額等」の内訳科目の「繰延ヘッジ損益」とし

てそれぞれ表示しております。 

 なお、前連結会計年度において繰延ヘッジ損益はあり

ません。 

 また、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

9,790百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 担保に供している資産及び対応債務

   担保提供資産

建物 443 百万円

土地 1,704

計 2,147

※１ 担保に供している資産及び対応債務

   担保提供資産

建物 413 百万円

土地 1,704

計 2,117

 

   対応債務

１年以内返済予定 
長期借入金

510 百万円

長期借入金 439

計 949

   対応債務

短期借入金 770 百万円

１年以内返済予定
長期借入金

547

長期借入金 433

計 1,750

※２ 偶発債務

手形債権流動化に伴う買戻し義務額 136百万円

※２ 偶発債務

手形債権流動化に伴う買戻し義務額 108百万円

 

※３ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下の通りであります。

    普通株式 234千株

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式13,462

千株であります。

※３         ―――

※４         ――― ※４ 期末日満期手形 

    受 取 手 形      41百万円 

なお、期末日満期手形の会計処理は、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。



(連結損益計算書関係) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目と金額

は次の通りであります。

広告宣伝費 277 百万円

発送配達費 702

給与手当 2,016

賞与引当金繰入額 416

退職給付費用 155

賃借料 692

減価償却費 206

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目と金額

は次の通りであります。

広告宣伝費 351 百万円

発送配達費 717

給与手当 2,165

賞与引当金繰入額 383

製品保証引当金繰入額 91

退職給付費用 120

賃借料 429

減価償却費 248

※２ 販売費及び一般管理費と当期総製造費用に含まれ

る研究開発費は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 28 百万円

計 28

※２ 販売費及び一般管理費と当期総製造費用に含まれ

る研究開発費は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 74 百万円

計 74

 

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 売却益

機械装置 
及び運搬具

2 百万円

その他 0

合計 2

 

 

※３         ―――

 

※４ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

 除却損

建物及び構築物 8 百万円

機械装置 
及び運搬具

3

その他 5

合計 16

※４         ―――



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※５ 減損損失

   当連結会計年度において、経常損益が過去数年に

渡って赤字となっている資産グループと遊休資産

について、65百万円の減損損失を計上しておりま

す。

用途 種類 場所
減損金額

(百万円)

イ ン テ リ ア 家
具・用品販売事
業用資産

工具器具備
品及びリー
ス資産等

東京江東区他 16

システム収納家
具事業用資産

機械装置等
及びリース
資産等

タイ国サムッ
トプラカーン
県

34

遊休資産 土地 静岡県浜松市 14

   当社グループは、事業用資産において社内の管理

会計上の事業区分ごとに、また、非事業用資産

(賃貸資産、遊休資産)においては個別物件単位ご

とにグルーピングを行なっております。 

減損損失を計上した資産グループの回収可能価額

は正味売却価額(インテリア家具・用品販売事業

用資産とシステム収納家具事業用資産は零として

評価、遊休資産は売却見積り額により評価)によ

り測定しております。

※５         ―――

   

   

※６         ――― ※６ 本社移転費用は、平成18年7月の本社移転に係わ

る費用であり、その内訳は次の通りであります。 

 原状回復費用          75百万円 

 固定資産除却損 

  建物及び構築物        100百万円 

  その他             3百万円

※７         ――― ※７ 家具倉庫撤収費用は、現在、事業運営をしていな

い有明倉庫の賃借料であります。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    2千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 当社役員及び従業員のストックオプションの権利行使による減少   53千株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

      該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 13,462 ― ― 13,462

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 234 2 53 184

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 198 15 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月16日 
取締役会

普通株式 165 12.50 平成18年９月30日 平成18年12月５日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 165 12.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,187 百万円

計 1,187

預入期間が３か月を超える 
定期預金

△5

現金及び現金同等物 1,182
  

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 728 百万円

計 728

預入期間が３か月を超える
定期預金

△7

現金及び現金同等物 721



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

有形固定資産(そ
の他) 98 74 1 22

無形固定資産(ソ
フトウェア) 152 87 － 64

有形固定資産(機
械装置及び運搬
具)

7 4 － 2

合計 258 167 1 90

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

有形固定資産(そ
の他) 91 38 53

無形固定資産(ソ
フトウェア) 122 84 38

有形固定資産(機
械装置及び運搬
具)

12 10 1

合計 226 133 93

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 (注)          同左

 

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産

減損勘定期末残高

   未経過リース料期末残高相当額

  １年以内 44 百万円

  １年超 46

  計 90

リース資産減損勘定期末残高 0

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

  １年以内 41 百万円

  １年超 51

  計 93

 (注)         同左

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 64 百万円

リース減損勘定の取崩額 6

減価償却費相当額 64

減損損失 6
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 44 百万円

減価償却費相当額 44

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当社は、時価が取得原価に比べて50％以上の下落率にある銘柄のすべて、並びに30％以上50％未満の下落率に

ある銘柄のうち過去２年間継続して30％以上の下落状態にあるものについて減損処理を行っております。 

当連結会計年度においては、1百万円の減損処理を行なっております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

(1) その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 株式 35 154 119

小計 35 154 119

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 株式 1 1 △0

小計 1 1 △0

合計 36 156 119

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 3



当連結会計年度(平成19年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当社は、時価が取得原価に比べて50％以上の下落率にある銘柄のすべて、並びに30％以上50％未満の下落率に

ある銘柄のうち過去２年間継続して30％以上の下落状態にあるものについて減損処理を行っております。 

ただし、当連結会計年度においては、当該事項はありません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

(1) その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 株式 34 124 90

小計 34 124 90

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 株式 6 6 △0

小計 6 6 △0

合計 41 131 89

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 3



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的等

  当社が行っているデリバティブ取引は、通貨関連で

は為替予約取引（通貨オプション取引、通貨スワップ

取引を利用した包括的長期為替予約取引を含む）、金

利関連では金利スワップ取引であります。

 為替予約取引は、輸入取引に伴う為替変動リスクを

回避する目的で、金利スワップ取引は、借入金の金利

変動リスクを回避する目的で利用したものでありま

す。

(1) 取引の内容及び利用目的等

  当社及び連結子会社が行っているデリバティブ取引

は、通貨関連では為替予約取引（通貨オプション取

引、通貨スワップ取引を利用した包括的長期為替予約

取引を含む）、金利関連では金利スワップ取引であり

ます。

 為替予約取引は、外貨建債権債務の為替変動リスク

を回避する目的で、金利スワップ取引は、借入金の金

利変動リスクを回避する目的で利用したものでありま

す。

(2) 取引に対する取組方針

 為替予約取引については、輸入取引に伴い発生する

外貨建債務の為替変動リスクをヘッジする目的で実施

しており、取引額は現有する仕入予定額の範囲に限定

しています。

 金利スワップ取引については、金利上昇時における

調達コストの増加をヘッジする目的で実施しており、

借入債務を伴わない取引は一切行わない方針でありま

す。

(2) 取引に対する取組方針

 為替予約取引については、外貨建債権債務の為替変

動リスクをヘッジする目的で実施しております。

 金利スワップ取引については、金利上昇時における

調達コストの増加をヘッジする目的で実施しており、

借入債務を伴わない取引は一切行わない方針でありま

す。

(3) 取引に係るリスクの内容

通貨オプション取引、通貨スワップ取引を含む為替

予約取引は、為替相場の変動によるリスクを、金利ス

ワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有してお

ります。

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識してお

ります。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

  社内規定に従い、契約金額によって決裁者が定めら

れており、多額の契約は取締役会の承認を得て決定す

ることになっております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左



２ 取引の時価等に関する事項 

(前連結会計年度)(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計を適用したものは、注記の対象から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日)

種類 契約額等 

(百万円)

契約額等の 

うち１年超 

(百万円)

時価 

(百万円)

評価損益 

(百万円)

(１)オプション取引

買建

米ドルコール 

(円プット)

702 620 64 64

売建

米ドルプット 

(円コール)

702 620 △41 △41

(２)スワップ取引

受取米ドル支払円 503 445 19 19

合計 － － 41 41



次へ 

(当連結会計年度)(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計を適用したものは、注記の対象から除いております。 

  

当連結会計年度末(平成19年３月31日)

種類 契約額等 

(百万円)

契約額等の 

うち１年超 

(百万円)

時価 

(百万円)

評価損益 

(百万円)

(１)オプション取引

買建

米ドルコール 

(円プット)

620 538 62 62

売建

米ドルプット 

(円コール)

620 538 △24 △24

(２)スワップ取引

受取米ドル支払円 440 382 29 29

合計 ― ― 66 66



(退職給付関係) 

  

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、勤続年数３年以上の従業員に対する退職金

制度を昭和55年11月１日より100％適格退職年金制

度に移行しました。

  また、当社は上記に加え、総合設立型の厚生年金基

金に加入しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、勤続年数３年以上の従業員に対する退職金

制度を昭和55年11月１日より100％適格退職年金制

度に移行しました。

  また、当社は上記に加え、総合設立型の厚生年金基

金に加入しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △951百万円

(2) 年金資産 797

(3) 未積立退職給付債務 △153

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 △2

(5) 未認識数理計算上の差異 △38

(6) 連結貸借対照表計上額純額 △193

(7) 退職給付引当金 △193

(注)上記年金資産には、総合設立型厚生年金基金の年

金資産額は含まれておりません。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △1,077百万円

(2) 年金資産 872

(3) 未積立退職給付債務 △204

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 △1

(5) 未認識数理計算上の差異 △10

(6) 連結貸借対照表計上額純額 △217

(7) 退職給付引当金 △217

(注)上記年金資産には、総合設立型厚生年金基金の年

金資産額は含まれておりません。

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 68百万円

(2) 利息費用 13

(3) 期待運用収益(減算) △9

(4) 会計基準変更時差異収益計上額 △0

(5) 数理計算上差異費用処理額 51

(6) 厚生年金基金拠出金 34

(7) 退職給付費用 159

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 70百万円

(2) 利息費用 14

(3) 期待運用収益(減算) △11

(4) 会計基準変更時差異収益計上額 △0

(5) 数理計算上差異費用処理額 13

(6) 厚生年金基金拠出金 36

(7) 退職給付費用 122

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 1.5％

(2) 期待運用収益率 1.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 会計基準変更時差異の処理年数 15年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 ５年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 1.5％

(2) 期待運用収益率 1.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 会計基準変更時差異の処理年数 15年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 ５年

 

５ 総合設立型厚生年金基金の年金資

産額

 

1,619百万円

 (注)平均給与総額割合により算定しており、年金資

産額には厚生年金の代行部分及び従業員拠出分

が含まれております。

 

５ 総合設立型厚生年金基金の年金資

産額

 

1,776百万円

 (注)平均給与総額割合により算定しており、年金資

産額には厚生年金の代行部分及び従業員拠出分

が含まれております。



(ストック・オプション等関係) 

    当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

   ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

   (1)ストック・オプションの内容 

 
  

     (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

       ① ストック・オプションの数 

 
  

    ② 単価情報 

  会社名   提出会社

  決議年月日   平成14年６月27日

  付与対象者の区分及び人数(名)   当社従業員126

  株式の種類及び付与数(株)   普通株式 291,000

  付与日   平成14年7月25日

  権利確定条件   権利確定条件は付しておりません

  対象勤務期間   対象勤務期間の定めはありません

  権利行使期間
  平成16年７月１日
  ～平成19年６月25日

  会社名   提出会社

  決議年月日   平成15年６月27日

  付与対象者の区分及び人数(名)   当社取締役５

  株式の種類及び付与数(株)   普通株式 100,000

  付与日   平成15年7月24日

  権利確定条件   権利確定条件は付しておりません

  対象勤務期間   対象勤務期間の定めはありません

  権利行使期間
  平成17年７月１日
  ～平成20年６月25日

  会社名 提出会社 提出会社

  決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日

  権利確定前

   期首（株） 156,000 50,000

   付与（株） ― ―

   失効（株） ― 20,000

   権利確定（株） 156,000 30,000

   未確定残（株） ― ―

  権利確定後

   期首（株） ― ―

   権利確定（株） 156,000 30,000

   権利行使（株） 23,000 30,000

   失効（株） ― ―

   未行使残（株） 133,000 ―

  会社名 提出会社 提出会社

  決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日

  権利行使価格(円) 338 425

  行使時平均株価（円） ― ―

  付与日における公正な評価単価（円） ― ―



(税効果会計関係) 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 棚卸資産評価損 220百万円

 賞与引当金 172

 貸倒引当金繰入限度超過額 6

 会員権評価損 28

 退職給付費用 78

 役員退職慰労引当金 145

 固定資産評価損 

 及び減損損失
412

 その他 114

繰延税金資産合計 1,179

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △48

繰延税金負債合計 △48

繰延税金資産の純額 1,130

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 棚卸資産評価損 205百万円

 賞与引当金 156

 貸倒引当金 69

 製品保証引当金 95

 退職給付費用 88

 役員退職慰労引当金 151

 固定資産評価損 

 及び減損損失
274

 子会社繰越欠損金 133

 その他 72

繰延税金資産小計 1,246

 評価性引当額 △131

繰延税金資産合計 1,115

繰延税金負債

 繰延ヘッジ損益 △153

 その他有価証券評価差額金 △36

繰延税金負債合計 △189

繰延税金資産の純額 925

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

住民税均等割等 2.0

交際費等永久に損金に算入 
されない項目 1.6

税額控除 △0.8

税効果を計上していない子 
会社欠損金 4.5

在外子会社税率差異 △2.1

その他 △1.4

税効果会計適用後の法人税 
等の負担率 44.4％

 

(注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 流動資産―繰延税金資産 505百万円 

 固定資産―繰延税金資産 552百万円 

 固定負債―繰延税金負債 132百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

住民税均等割等 4.5

交際費等永久に損金に算入
されない項目 5.3

税額控除 △2.4

税効果を計上していない子
会社欠損金 6.5

在外子会社税率差異 1.3

受取配当金連結消去に伴う

影響 2.1

その他 1.4

税効果会計適用後の法人税
等の負担率 59.3％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

ａ 前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

  製品の種類、性質、製造方法等の類似性を考慮して、照明器具(白熱灯器具・蛍光灯器具・レンタル等)及び

家具(システム収納家具・インテリア家具用品等)に区分しております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に親会社の管理部門に係る配賦不能営業費用704百万円が含まれてお

ります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目は全社資産の金額であり、その主なものは、余資運用資金(現預金及び有

価証券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 減価償却費には、長期前払費用の減価償却費が含まれております。 

５ 資本的支出には、長期前払費用が含まれております。なお、消去又は全社の項目には親会社の管理部門に係

る支出754百万円が含まれております。 

  

照明器具 
関連事業 
(百万円)

家具関連事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社 
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 17,243 1,102 18,346 ― 18,346

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― (  ―) ―

計 17,243 1,102 18,346 ― 18,346

  営業費用 13,965 1,608 15,574 704 16,278

   営業利益又は 
   営業損失(△)

3,278 △506 2,772 ( 704) 2,067

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出

  資産 10,520 731 11,252 5,760 17,012

  減価償却費 253 6 259 94 353

  減損損失 ― 51 51 14 65

  資本的支出 713 9 722 754 1,476



ｂ 当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

  製品の種類、性質、製造方法等の類似性を考慮して、照明器具(白熱灯器具・蛍光灯器具・レンタル等)及び

家具(システム収納家具・インテリア家具用品等)に区分しております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に親会社の管理部門に係る配賦不能営業費用728百万円が含まれてお

ります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目は全社資産の金額であり、その主なものは、余資運用資金(現預金及び有

価証券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 減価償却費には、長期前払費用の減価償却費が含まれております。 

５ 資本的支出には、長期前払費用が含まれております。なお、消去又は全社の項目には親会社の管理部門に係

る支出651百万円が含まれております。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 会計処理の変更（役員賞与に関する会計基準）に記載

の通り、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年

度における営業費用は「照明器具関連事業」が12百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

なお、家具関連事業への影響はありません。 

  

照明器具 
関連事業 
(百万円)

家具関連事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社 
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 17,907 820 18,727 ― 18,727

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― (  ―) ―

計 17,907 820 18,727 ― 18,727

  営業費用 15,356 1,185 16,542 728 17,270

   営業利益又は 
   営業損失(△)

2,550 △ 365 2,184 ( 728) 1,456

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 12,839 993 13,833 5,295 19,128

  減価償却費 294 27 321 150 472

  資本的支出 950 2 953 651 1,604



【所在地別セグメント情報】 

ａ 前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する地域の内訳は次の通りであります。 

アジア・・・タイ、中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用704百万円を含めております。その主なものは親

会社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産の欄の消去又は全社の項目に、全社資産の金額5,760百万円を含めております。その主なものは、余資

運用資金(現預金及び有価証券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社 
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 18,122 224 18,346 ― 18,346

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

13 3,021 3,034 (  3,034) ―

計 18,135 3,245 21,381 (   3,034) 18,346

  営業費用 15,673 2,965 18,638 (  2,359) 16,278

   営業利益 2,462 280 2,742 (   675) 2,067

Ⅱ 資産 10,987 2,747 13,735 3,277 17,012



ｂ 当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する地域の内訳は次の通りであります。 

アジア・・・タイ、中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用728百万円を含めております。その主なものは親

会社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産の欄の消去又は全社の項目に、全社資産の金額5,295百万円を含めております。その主なものは、余資

運用資金(現預金及び有価証券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。 

  

【海外売上高】 

ａ 前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

ｂ 当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社 
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 18,329 397 18,727 ― 18,727

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

3 3,510 3,514 ( 3,514) ―

計 18,333 3,908 22,241 ( 3,514) 18,727

  営業費用 16,081 4,223 20,305 ( 3,034) 17,270

   営業利益又は 
   営業損失(△)

2,251 △315 1,936 ( 479) 1,456

Ⅱ 資産 12,679 3,903 16,582 2,546 19,128



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 製品の購入及び製造加工価格については、提示された価格から市場価格を参考にして交渉の上決定し

ております。 

(2) 当社の部品の有償支給価格については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の

上決定しております。 

(注)１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

  ２ 当社役員の近親者である遠藤哲一氏が議決権の83％を保有し、代表取締役に就任しておりましたが、平成17

年８月に代表取締役を退任し、平成18年１月に議決権保有割合が17％となったため、関連当事者に該当しな

くなりました。 

従って、取引金額については関連当事者であった期間について、期末残高は関連当事者でなくなった時点の

ものを記載しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

  

  

(企業結合等関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

  

属性
会社等の 
名称

住所

資本金
又は 
出資金 

(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の近親
者が議決権
の過半数を
所有してい
る会社

㈲フジオ
カ電器 
(注)2

栃木県 
下都賀 
郡藤岡 
町

3
照明器具の
組立加工及
び販売

―
(―)

―
照明製
品の製 
造委託

製品の購入 232 買掛金 27

部品の
有償支給

191 未収入金 30

製造加工 3 未払金 0



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 716円65銭 １株当たり純資産額 761円60銭

１株当たり当期純利益 80円99銭 １株当たり当期純利益 26円62銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

79円80銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

26円42銭

項目
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 10,338

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 10,112

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 ― 226

普通株式の発行済株式数(千株) ― 13,462

普通株式の自己株式数(千株) ― 184

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(千株) ― 13,277

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,055 352

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,043 352

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) 12 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (12) (―)

普通株式に帰属しない金額(百万円) 12 ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,878 13,258

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた当
期純利益調整額の主要な内訳(百万円)

12 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (12) (―)

当期純利益調整額（百万円） 12 ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普
通株式増加数の主要な内訳(千株)

192 99

(うち新株予約権(千株)) (192) (99)

        普通株式増加数(千株) 192 99

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

― ―



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― 月島倉庫㈱との和解成立について

 家具関連事業の有明倉庫において、退去を余儀なくさ

れる事由が起こり、貸主の月島倉庫㈱に対して賃貸借契

約の貸主事由による途中解約の有効性及び倉庫撤退損害

賠償につき係争中でありましたが、平成19年６月15日に

東京地方裁判所において裁判官から和解の提案が出され

ました。 

 当社といたしましては、損害賠償請求は認められなか

ったものの裁判の長期化は得策でないと判断し、 終合

意に至りました。 

 なお、和解成立により、下記費用負担が生じますが、

賃借料等の内214百万円につきましては当期（平成19年

３月期）に計上しております。 

 従いまして、平成20年３月期には、原状回復費用等に

より142百万円の費用負担が新たに発生いたします。 

 

１.賃借料負担

  平成18年５月１日から平成19年５月10日（原状回復工

事完了まで）の賃借料等   222百万円

２.同遅延損害金

  13百万円

３.原状回復費用

  121百万円



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期中の借入金の期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

  

 
  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱遠藤照明 第１回無担保社債 平成13年12月28日 72
40

(40)
0.54 無担保社債

平成14年６月28日～
平成19年12月28日

㈱遠藤照明 第３回無担保社債 平成15年３月25日 200
200
(200)

0.42 無担保社債 平成20年３月25日

㈱遠藤照明 第４回無担保社債 平成15年３月25日 120
60

(60)
0.33 無担保社債

平成15年９月25日～
平成20年３月25日

合計 ― ― 392
300
(300)

― ― ―

１年以内(百万円)
１年超２年以内 

(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

300 ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 151 1,332 0.92 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 750 836 1.38 ―

長期借入金(１年以内に 
返済予定のものを除く。)

768 659 1.38
平成20年４月～ 
平成21年8月

合計 1,670 2,828 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

526 133 ― ―



(2) 【その他】 

(訴訟) 

 当社の家具関連事業の有明倉庫において、貸主の月島倉庫(株)(以下貸主という。)に対して損害賠

償請求をすべく、訴訟の準備をしておりましたが、平成19年６月15日、貸主との和解が成立しまし

た。 

 詳細につきましては、１[連結財務諸表等](1)[連結財務諸表]注記事項(重要な後発事象)に記載し

ております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第35期

(平成18年３月31日)
第36期 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 758 385

 ２ 受取手形 ※７ 747 549

 ３ 売掛金 3,035 3,158

 ４ 完成工事未収入金 22 41

 ５ 商品 554 565

 ６ 製品 1,808 2,304

 ７ 原材料 431 531

 ８ 未成工事支出金 50 7

 ９ 貯蔵品 201 179

 10 前渡金 63 131

 11 前払費用 68 39

 12 短期貸付金 ※5 288 36

 13 未収入金 ※2,5 394 662

 14 繰延税金資産 441 431

 15 その他 81 85

   貸倒引当金 △23 △16

   流動資産合計 8,923 54.4 9,095 52.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 2,913 3,607

    減価償却累計額 2,125 787 1,807 1,799

  ２ 構築物 141 125

    減価償却累計額 127 14 107 18

  ３ 機械及び装置 172 171

    減価償却累計額 155 16 156 14

  ４ 車両運搬具 40 40

    減価償却累計額 32 8 35 4

  ５ 工具器具及び備品 814 784

    減価償却累計額 620 194 607 176

  ６ 土地 ※１ 2,612 2,640

  ７ 建設仮勘定 691 ―

   有形固定資産合計 4,325 26.4 4,654 26.7



第35期
(平成18年３月31日)

第36期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 151 113

  ２ 電話加入権 22 22

   無形固定資産合計 174 1.1 136 0.8

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 160 135

  ２ 関係会社株式 1,310 1,310

  ３ 出資金 0 0

  ４ 関係会社長期貸付金 186 925

  ５ 破産債権・更生債権等 181 171

  ６ 長期前払費用 30 46

  ７ 差入保証金 326 221

  ８ 会員権 67 58

  ９ 繰延税金資産 612 553

  10 長期性預金 100 100

  11 その他 208 229

    貸倒引当金 △ 218 △211

   投資その他の資産合計 2,967 18.1 3,543 20.3

   固定資産合計 7,467 45.6 8,334 47.8

   資産合計 16,390 100.0 17,429 100.0



第35期
(平成18年３月31日)

第36期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 1,758 2,027

 ２ 買掛金 ※５ 1,364 1,195

 ３ 工事未払金 25 12

 ４ 短期借入金 ※１ ― 930

 ５ １年以内返済予定 
   長期借入金

※１ 750 836

 ６ １年以内償還予定社債 92 300

 ７ 未払金 390 648

 ８ 未払法人税等 486 102

 ９ 未払消費税 76 129

 10 未払費用 163 167

 11 前受金 16 9

 12 未成工事受入金 10 0

 13 預り金 14 16

 14 賞与引当金 425 372

 15 役員賞与引当金 ― 12

 16 製品保証引当金 ― 235

 17 設備支払手形 210 ―

 18 その他 0 0

   流動負債合計 5,784 35.3 6,995 40.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 300 ―

 ２ 長期借入金 ※１ 768 659

 ３ 退職給付引当金 193 217

 ４ 役員退職慰労引当金 357 372

 ５ その他 61 69

   固定負債合計 1,681 10.3 1,319 7.6

   負債合計 7,466 45.6 8,315 47.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 3,529 21.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,169 ―

 ２ その他資本剰余金

  (1)自己株式処分差益 6 6 ― ―

   資本剰余金合計 2,175 13.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 21 ―

 ２ 当期未処分利益 3,206 ―

   利益剰余金合計 3,228 19.7 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※６ 71 0.4 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △ 79 △0.5 ― ―

   資本合計 8,924 54.4 ― ―

   負債・資本合計 16,390 100.0 ― ―



 
  

第35期
(平成18年３月31日)

第36期 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 (1) 資本金 ― ― 3,529 20.2

 (2) 資本剰余金

  １ 資本準備金 ― 2,169

  ２ その他資本剰余金 ― 8

   資本剰余金合計 ― ― 2,177 12.5

 (3) 利益剰余金

  １ 利益準備金 ― 21

  ２ その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 3,397

   利益剰余金合計 ― ― 3,418 19.6

 (4) 自己株式 ― ― △64 △0.4

   株主資本合計 ― ― 9,061 51.9

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券 
   評価差額金

― 53

   評価・換算差額等合計 ― ― 53 0.4

   純資産合計 ― ― 9,114 52.3

   負債純資産合計 ― ― 17,429 100.0



② 【損益計算書】 

  
第35期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 14,435 14,994

 ２ 商品売上高 3,498 2,980

 ３ 完成工事高 198 18,132 100.0 432 18,407 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製商品売上原価

  (1) 製品期首たな卸高 1,673 1,808

  (2) 商品期首たな卸高 830 554

  (3) 当期製品仕入高 7,641 8,432

  (4) 当期商品仕入高 1,981 1,913

  (5) 当期製品製造原価 ※２ 418 389

合計 12,544 13,097

  (6) 他勘定振替高 ※１ 112 46

  (7) 製品期末たな卸高 1,808 2,304

  (8) 商品期末たな卸高 554 565

 ２ 完成工事原価 176 10,245 56.5 364 10,545 57.3

   売上総利益 7,887 43.5 7,862 42.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２

 １ 広告宣伝費 257 333

 ２ 発送配達費 612 578

 ３ 容器包装費 20 22

 ４ 車両維持費 21 21

 ５ 貸倒引当金繰入額 90 ―

 ６ 製品保証引当金繰入額 ― 91

 ７ 役員報酬 71 77

 ８ 給与手当 1,890 1,981

 ９ 賞与引当金繰入額 409 353

 10 役員賞与引当金繰入額 ― 12

 11 退職給付費用 155 120

 12 役員退職慰労 
   引当金繰入額

16 16

 13 福利厚生費 478 479

 14 旅費交通費 168 193

 15 通信費 112 103

 16 接待交際費 70 81

 17 修繕費 8 11

 18 消耗品費 62 79

 19 研修・図書費 22 21

 20 租税公課 97 112

 21 水道光熱費 62 47

 22 諸会費 5 7

 23 賃借料 666 403

 24 保険料 11 12

 25 諸手数料 328 436

 26 会議費 9 9

 27 減価償却費 195 226

 28 研究開発費 26 35

 29 雑費 164 6,037 33.3 245 6,118 33.2

   営業利益 1,849 10.2 1,744 9.5



第35期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※８ 17 14

 ２ 受取配当金 ※８ 39 45

 ３ 仕入割引 14 16

 ４ 賃貸収入 34 31

 ５ 為替差益 50 26

 ６ 立退料収入 40 ―

 ７ その他 15 211 1.2 22 156 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 37 36

 ２ 売上割引 203 218

 ３ 社債発行費 15 ―

 ４ 新株発行費 8 ―

 ５ その他 16 279 1.6 42 297 1.6

   経常利益 1,781 9.8 1,603 8.7

Ⅵ 特別利益

 １ 包括的長期為替予約評価 
   益

139 24

 ２ 貸倒引当金戻入益 ― 4

 ３ 固定資産売却益 ※３ 2 0

 ４ 関係会社株式売却益 2 143 0.8 ― 29 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 本社移転費用 ※６ ― 179

 ２ 家具倉庫撤収費用 ※７ ― 214

 ３ 過年度製品保証 
   引当金繰入額

― 144

 ４ 固定資産除売却損 ※４ 13 1

 ５ 家具事業在庫処分損失 57 ―

 ６ 減損損失 ※５ 40 ―

 ７ その他 1 113 0.6 ― 540 2.9

   税引前当期純利益 1,811 10.0 1,092 5.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

746 445

   法人税等調整額 8 754 4.2 80 525 2.8

   当期純利益 1,057 5.8 566 3.1

   前期繰越利益 2,281 ―

   中間配当額 131 ―

   当期未処分利益 3,206 ―



製造原価明細書 

  

 
(注)  原価計算の方法 

製品別総合原価計算によっております。 

  

第35期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費

 １ 材料期首たな卸高 469 416

 ２ 当期材料仕入高 67 200

 ３ 他勘定振替高 － 0

 ４ 材料期末たな卸高 416 120 28.9 521 94 24.4

Ⅱ 外注加工費

 １ 外注加工費 8 8 2.1 6 6 1.7

Ⅲ 労務費

 １ 給与手当 64 62

 ２ 雑給 29 33

 ３ 賞与引当金繰入額 16 18

 ４ 退職給付費用 4 2

 ５ 福利厚生費 19 133 31.9 20 136 35.2

Ⅳ 経費

 １ 運賃 39 49

 ２ 旅費交通費 3 3

 ３ 通信費 1 1

 ４ 修繕費 1 0

 ５ 消耗品費 8 7

 ６ 水道光熱費 1 1

 ７ 賃借料 29 29

 ８ 減価償却費 55 46

 ９ 雑費 13 155 37.1 11 150 38.7

   当期総製造費用 418 100.0 389 100.0

   当期製品製造原価 418 389



完成工事原価明細書 

  

 
(注) 原価計算の方法 

個別原価計算によっております。 

  

第35期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 131 74.5 263 72.5

Ⅱ 外注工事費 44 25.5 100 27.5

Ⅲ 経費 ― ― ― ―

   (うち人件費) (―) (―) (―) (―)

合計 176 100.0 364 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

第35期
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,206

Ⅱ 利益処分額

   配当金 198

   役員賞与金 
   (うち監査役賞与金)

12
(1)

210

Ⅲ 次期繰越利益 2,996



④ 【株主資本等変動計算書】 

第36期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,529 2,169 6 2,175

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当

 剰余金の配当

 利益処分による役員賞与

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 2 2

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 2 2

平成19年３月31日残高(百万円) 3,529 2,169 8 2,177

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金合計
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 21 3,206 3,228 △79 8,853

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △198 △198 △198

 剰余金の配当 △165 △165 △165

 利益処分による役員賞与 △12 △12 △12

 当期純利益 566 566 566

 自己株式の取得 △3 △3

 自己株式の処分 18 20

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 190 190 15 207

平成19年３月31日残高(百万円) 21 3,397 3,418 △64 9,061

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 71 71 8,924

事業年度中の変動額

 利益処分による利益配当 △198

 剰余金の配当 △165

 利益処分による役員賞与 △12

 当期純利益 566

 自己株式の取得 △3

 自己株式の処分 20

 株主資本以外の項目の事業年度中の 
 変動額(純額)

△17 △17 △17

事業年度中の変動額合計(百万円) △17 △17 189

平成19年３月31日残高(百万円) 53 53 9,114



重要な会計方針 

  

項目
第35期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法を採用して

おります。

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用しておりま

す。

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しており

ます。

 時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用し

ております。

 時価のないもの

同左

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権債務の評価

基準及び評価方法

 

 時価法

 

 時価法

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

原材料・製品・商品

 移動平均法による原価法を採用して

おります。

未成工事支出金

 個別法による原価法を採用しており

ます。

貯蔵品

 個別法による原価法を採用しており

ます。

原材料・製品・商品

同左

未成工事支出金

同左

貯蔵品

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

 定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)について

は、定額法によっております。な

お、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっています。

有形固定資産

同左

無形固定資産

 自社利用のソフトウェアについて、

社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しております。

無形固定資産

同左

長期前払費用

 定額法によっております。なお、耐

用年数については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっており

ます。

長期前払費用

同左

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。

新株発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。

―――

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

同左



項目
第35期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、当期に対応する

賞与支給見込額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金 

        ―――

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、支

給見込額を計上しております。

(4) 製品保証引当金 

        ―――

(4)製品保証引当金 

製品販売後に発生する当社負担の

保守交換に係る費用に備えるた

め、過去の実績等に基づく将来発

生見込額を計上しております。 

(追加情報) 

従来、製品販売後に発生する当社

負担の保守交換に係る費用につい

ては、保守交換作業発生時の費用

として計上しておりましたが、当

事業年度から過去の実績等に基づ

く将来発生見込額を製品保証引当

金として計上する方法に変更して

おります。この変更は当該費用の

将来発生見込額の重要性が増して

きたことから、期間損益の適正化

及び財務体質の健全化を目的とし

たものであります。この結果、営

業利益、経常利益は91百万円減少

し、税引前当期純利益は2億35百

万円減少しております。

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

当事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を収益計

上しております。

  また、数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)

による按分額(定額法)をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理し

ております。

(5) 退職給付引当金

同左



項目
第35期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、規程に基づく当事業年度末

の要支給額を計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

８ 収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上は工事完成基準によ

っております。

同左

９ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

10 ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

金利スワップはすべて特例処理の

要件を満たすため、特例処理を行

っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段……金利スワップ

  ヘッジ対象……借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  当社の社内規定である「職務権限

及び稟議規定」に基づき決裁を受

け、金利変動リスクをヘッジして

おります。

(3) ヘッジ方針

  当社は、借入金の金利変動リスク

を回避する目的で、金利スワップ

取引を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップは特例処理によって

いるため、有効性の評価を省略し

ております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

11 その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1) 消費税の会計処理

  税抜方式によっております。

(1) 消費税の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

第35期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純利益は40百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

 

―――

―――

(役員賞与に関する会計基準)

 当期から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を

適用しております。 

 これにより従来の方法に比べ、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益はそれぞれ12百万円減少しておりま

す。 

 

―――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

 当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

9,114百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当期における財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第35期 
(平成18年３月31日)

第36期
(平成19年３月31日)

※１ 担保に供している資産及び対応債務

   担保提供資産

建物 443 百万円

土地 1,704

計 2,147

※１ 担保に供している資産及び対応債務

   担保提供資産

建物 413 百万円

土地 1,704

計 2,117

 

   対応債務

１年以内返済予定 
長期借入金

510 百万円

長期借入金 439

計 949

   対応債務

短期借入金 770 百万円

１年以内返済予定
長期借入金

547

長期借入金 433

計 1,750

※２ 偶発債務

手形債権流動化に伴う買戻し義務額 136百万円

※２ 偶発債務

手形債権流動化に伴う買戻し義務額 108百万円

※３ 会社が発行する株式の総数 普通株式 35,800千株

   発行済株式総数 普通株式 13,462

※３         ―――  

※４ 自己株式の保有数 普通株式 234千株 ※４         ―――  

※５ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

短期貸付金 288 百万円

未収入金 127

買掛金 511

※５ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

短期貸付金 36 百万円

未収入金 411

買掛金 447

※６ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が71百万円

増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。

※６ 配当制限

           ―――  

   

※７         ―――  ※７ 期末日満期手形 

 受取手形             41百万円 

なお、期末日満期手形の会計処理は、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。



(損益計算書関係) 

  
第35期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

貯蔵品 21 百万円

工具器具及び備品 6

販売費及び一般管理費 26

特別損失(家具事業在庫処分
損失)

57

計 112

 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

貯蔵品 2 百万円

工具器具及び備品 14

販売費及び一般管理費 29

計 46

※２ 販売費及び一般管理費と当期総製造費用に含まれ

る研究開発費は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 26 百万円

※２ 販売費及び一般管理費と当期総製造費用に含まれ

る研究開発費は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 35 百万円

 

※３ 固定資産売却益の内訳

 売却益

機械及び装置 1 百万円

車両運搬具 0

その他 0

計 2

※３        ―――

※４ 固定資産除売却損の内訳

 除却損

建物 8 百万円

工具器具及び備品 5

機械装置 
及び運搬具

0

計 13

※４        ―――



 
  

第35期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※５ 減損損失

   当期において、経常損益が過去数年に渡って赤字

となっている資産グループ及び遊休資産の固定資

産について、40百万円の減損損失を計上しており

ます。

用途 種類 場所
減損金額
(百万円)

イ ン テ リ ア 家
具・用品販売事
業用資産

工具器具備
品及びリー
ス資産等

東京江東区他 16

システム収納家
具事業用資産

機械装置及
びリース資
産等

栃木県佐野市
他 9

遊休資産 土地 静岡県浜松市 14

   当社グループは、事業用資産においては社内の管

理会計上の事業区分ごとに、また、非事業用資産

(賃貸資産、遊休資産)においては個別物件単位ご

とにグルーピングを行なっております。 

減損損失を計上した資産グループの回収可能価額

は正味売却価額(インテリア家具・用品販売事業

用資産とシステム収納家具事業用資産は零として

評価、遊休資産は売却見積り額により評価)によ

り測定しております。

※５         ―――

※６         ――― ※６ 本社移転費用は、平成18年７月の本社移転に係わ

る費用であり、その内訳は次の通りであります。 

 原状回復費用          75百万円 

 固定資産除却損 

  建物             99百万円 

  構築物             1百万円 

    機械及び装置          0百万円 

  工具器具及び備品        3百万円

※７         ――― ※７ 家具倉庫撤収費用は、現在、事業運営をしていな

い有明倉庫の賃借料であります。

※８ 関係会社に係る注記

   関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取利息 16 百万円

受取配当金 38

※８ 関係会社に係る注記

   関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取利息 13 百万円

受取配当金 43



(株主資本等変動計算書関係) 

第36期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    2 千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   当社役員及び従業員のストックオプション権利行使による減少   53千株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 234 2 53 184



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

第35期(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

第36期(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

第35期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

有形固定資産(工
具器具及び備品) 98 74 1 22

無形固定資産(ソ
フトウェア) 152 87 － 64

合計 251 162 1 87

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

有形固定資産(工
具器具及び備品) 91 38 53

無形固定資産(ソ
フトウェア) 122 84 38

合計 213 122 91

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 (注)         同左

 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高

    未経過リース料期末残高相当額 

    リース資産減損勘定期末残高

１年以内 41 百万円

１年超 45

計 87

リース資産減損勘定期末残高 0

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 39 百万円

１年超 51

計 91

  

 

 

   (注)         同左

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 61 百万円

リース資産減損勘定の取崩額 6

減価償却費相当額 61

減損損失 6

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 40 百万円

減価償却費相当額 40

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

         同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

  

第35期 
(平成18年３月31日)

第36期
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 棚卸資産評価損 202百万円

 賞与引当金繰入額 172

 貸倒引当金繰入限度超過額 0

 会員権評価損 28

 退職給付費用 78

 役員退職慰労引当金 145

 固定資産評価損及び 

減損損失
407

 その他 67

繰延税金資産合計 1,102

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △48

繰延税金負債合計 △48

繰延税金資産の純額 1,053

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 棚卸資産評価損 139百万円

 賞与引当金繰入額 151

 貸倒引当金 62

 退職給付費用 88

 役員退職慰労引当金 151

 固定資産評価損及び 

減損損失
272

 製品保証引当金繰入額 95

 その他 69

繰延税金資産小計 1,031

評価性引当額 △9

繰延税金資産合計 1,022

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △36

繰延税金負債合計 △36

繰延税金資産の純額 985

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が僅少であるため、記載を省略しており

ます。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6 ％

(調整)

交際費等永久に損金算入され
ない項目

4.1

住民税均等割等 3.5

税額控除 △1.9

評価性引当額 0.9

その他 0.9

税効果適用後の法人税等の負
担率

48.1



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

第35期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 673円81銭 １株当たり純資産額 686円45銭

１株当たり当期純利益 81円16銭 １株当たり当期純利益 42円73銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

79円97銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

42円41銭

項目
第35期

(平成18年３月31日)
第36期

(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 9,114

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 9,114

差額の主な内訳(百万円)

 ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 13,462

普通株式の自己株式数(千株) ― 184

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(千株) ― 13,277

項目
第35期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,057 566

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,045 566

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) 12 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (12) (―)

普通株式に帰属しない金額(百万円) 12 ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,878 13,258

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた当

期純利益調整額の主要な内訳(百万円)
12 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (12) (―)

当期純利益調整額（百万円） 12 ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普
通株式増加数の主要な内訳(千株)

192 99

(うち新株予約権(千株)) (192) (99)

普通株式増加数（千株） 192  99

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

        ―         ―



(重要な後発事象) 

  

 
  

第35期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第36期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― 月島倉庫㈱との和解成立について

 家具関連事業の有明倉庫において、退去を余儀なくさ

れる事由が起こり、貸主の月島倉庫㈱に対して賃貸借契

約の貸主事由による途中解約の有効性及び倉庫撤退損害

賠償につき係争中でありましたが、平成19年６月15日に

東京地方裁判所において裁判官から和解の提案が出され

ました。 

 当社といたしましては、損害賠償請求は認められなか

ったものの裁判の長期化は得策でないと判断し、 終合

意に至りました。 

 なお、和解成立により、下記費用負担が生じますが、

賃借料等の内214百万円につきましては当期（平成19年

３月期）に計上しております。 

 従いまして、平成20年３月期には、原状回復費用等に

より142百万円の費用負担が新たに発生いたします。 

 

１.賃借料負担

  平成18年５月１日から平成19年５月10日（原状回復工

事完了まで）の賃借料等   222百万円

２.同遅延損害金

  13百万円

３.原状回復費用

  121百万円



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券については、資産総額の100分の１以下であるため、附属明細表の作成を省略しており

ます。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期中の主な増加要因は、本社ショールームの新設によるものであります。  

２ 当期中の主な減少要因は、本社ショールーム完成に伴う建設仮勘定の振替及び旧本社資産の除却によるもの

であります。 

  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 2,913 1,247 553 3,607 1,807 114 1,799

 構築物 141 7 24 125 107 2 18

 機械及び装置 172 1 2 171 156 3 14

 車両運搬具 40 ― ― 40 35 3 4

 工具器具及び備品 814 75 105 784 607 87 176

 土地 2,612 30 2 2,640 ― ― 2,640

 建設仮勘定 691 645 1,337 ― ― ― ―

有形固定資産計 7,387 2,007 2,025 7,369 2,715 210 4,654

無形固定資産

 ソフトウェア 262 12 ― 274 161 50 113

 電話加入権 22 ― ― 22 ― ― 22

無形固定資産計 285 12 ― 297 161 50 136

長期前払費用 198 29 0 227 180 12 46

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計      ― ― ― ― ― ― ―



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、債権回収による戻入額であります。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 241 12 9 17 227

賞与引当金 425 372 425 ― 372

役員賞与引当金 ― 12 ― ― 12

製品保証引当金 ― 235 ― ― 235

役員退職慰労引当金 357 16 1 ― 372



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ) 相手先別内訳 

  

 
  

(ロ) 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 58

預金

当座預金 292

普通預金 34

小計 327

合計 385

相手先 金額(百万円)

㈱扇港電機 51

㈱岡村製作所 34

藤井産業㈱ 29

㈱創電 21

岡本電気工業㈱ 20

その他 392

計 549

期日別 金額(百万円)

平成19年４月 40

  〃  ５月 191

  〃  ６月 182

  〃  ７月 123

  〃  ８月以降 12

計 549



③ 売掛金 

(イ)相手先別明細 

  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 

  

 
(注) 消費税の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税が含まれております。 

  

④ 完成工事未収入金 

(イ)相手先別明細 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱フジコー 225

ケント照明㈱ 136

ミツワ電機㈱ 124

㈱ナガノ店舗照明 119

㈱ハイネット２１ 117

その他 2,435

計 3,158

期首残高(百万円) 
 

(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 

 
(Ｄ)

回収率(％)

Ｃ
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(カ月)

(Ｄ)÷
(Ｂ)
(12)

3,035 19,328 19,205 3,158 85.8 1.9

相手先 金額(百万円)

前田建設工業㈱ 12

㈱浅沼組 10

㈱田中建設 7

清水建設㈱ 3

㈱創美 2

その他 5

計 41



(ロ)完成工事未収入金滞留状況 

  

 
  

⑤ 商品 

  

 
  

⑥ 製品 

  

 
  

⑦ 原材料 

  

 
  

⑧ 未成工事支出金 

  

 
(注) 期末残高の内訳は次のとおりであります。 

発生時 金額(百万円)

平成19年１月以前計上額 ―

  〃  ２月計上額 0

  〃  ３月計上額 41

計 41

内訳 金額(百万円)

インテリア用品 259

商業施設用照明器具 306

計 565

内訳 金額(百万円)

商業施設用 
照明器具

白熱灯器具 678

蛍光灯器具 1,625

計 2,304

内訳 金額(百万円)

照明器具部品 
 (うち未着品) 521(94)

収納家具材料 
 (うち未着品) 9(―)

計 531

前期繰越高(百万円) 当期支出額(百万円)
完成工事への振替額

(百万円)
期末残高(百万円)

50 321 364 7

材料費 7百万円

外注工事費 0

計 7



⑨ 貯蔵品 

  

 
  

⑩ 関係会社株式 

  

 
  

⑪ 関係会社長期貸付金 

  

内訳 金額(百万円)

カタログ 127

展示等広告用照明器具 49

その他 2

計 179

相手先 金額(百万円)

ENDO Lighting (THAILAND) Public CO., LTD. 666

昆山恩都照明有限公司 543

イーシームズ株式会社 100

計 1,310

相手先 金額(百万円)

 昆山恩都照明有限公司 589

 イーシームズ株式会社 300

 ENDO Lighting (THAILAND) Public CO., LTD. 36

計 925



負債の部 

① 支払手形 

(イ) 相手先別内訳 

  

 
  

(ロ) 期日別内訳 

  

 
  

② 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱アイ・ライティングシステム 295

㈱共伸電器 174

㈱共進電機製作所 140

双和照明㈱ 137

荒木運輸㈱ 107

その他 1,172

計 2,027

期日別 金額(百万円)

平成19年４月 596

  〃  ５月 531

  〃  ６月 378

  〃  ７月以降 519

計 2,027

相手先 金額(百万円)

ENDO Lighting (THAILAND) Public CO., LTD. 402

㈱アイ・ライティングシステム 82

㈱共伸電器 74

昆山恩都照明有限公司 37

㈱共進電機製作所 36

その他 562

計 1,195



③ 工事未払金 

  

 
  

④ 短期借入金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

ENDO Lighting (THAILAND) Public CO., LTD. 5

㈲Ａダッシュ 1

北静木材㈱ 0

新井製作所 0

㈲ワンアップ 0

その他 3

計 12

相手先 金額(百万円)

 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 660

 ㈱三井住友銀行 70

 ㈱りそな銀行 60

 ㈱みずほ銀行 50

 その他 90

計 930



⑤ １年以内返済予定長期借入金 

  

 
  

⑥ 長期借入金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 277

㈱三井住友銀行 209

㈱りそな銀行 158

㈱みずほ銀行 110

その他 79

計 836

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 269

㈱三井住友銀行 169

㈱りそな銀行 96

㈱みずほ銀行 67

その他 57

計 659



(3) 【その他】 

(訴訟) 

 当社の家具関連事業の有明倉庫において、貸主の月島倉庫(株)(以下貸主という。)に対して損害賠

償請求をすべく、訴訟の準備をしておりましたが、平成19年６月15日、貸主との和解が成立しまし

た。 

 詳細につきましては、２[財務諸表等](1)[財務諸表]注記事項(重要な後発事象)に記載しておりま

す。 

  

  

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部の所在地は、平成19年５月７日をもって「大阪市北区堂島浜

一丁目１番５号」に変更されております。 

２ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。 

 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

  

事業年度 毎年４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、5,000株券、1,000株券、100株券、10株券、1株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

  株券登録料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。 
http://www.endo-lighting.co.jp/kessan/index.html

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第35期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
近畿財務局長に提出。

(2) 
 

有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第31期)

自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(第32期)
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(第33期)
自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(第34期)
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(3) 
 

半期報告書の訂正 
報告書

(第33期中)
自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(第34期中)
自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(第35期中)
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(4) 
  

半期報告書 
 

(第36期中)
自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成18年12月21日 
近畿財務局長に提出。

(5) 
  

臨時報告書 
 

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
の規定に基づくもの

平成19年３月５日
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年６月29日

株式会社 遠藤照明 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社遠藤照明の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ

って行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社遠藤照明及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 「会計処理の変更」に記載されているとおり、連結会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
  

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  石  川  昌  司  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田  茂  善  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成19年６月28日

株式会社 遠藤照明 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社遠藤照明の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ

って行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社遠藤照明及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

１.会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

２.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は家具関連事業の有明倉庫退去に伴う費用負担について

貸主と係争中であったが、平成19年６月15日に和解が成立し新たに142百万円の費用負担が発生する。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
  

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  石  川  昌  司  ㊞

業務執行社員 公認会計士  柏  木     忠  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年６月29日

株式会社 遠藤照明 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社遠藤照明の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社遠藤照明の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適

用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
  

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  石  川  昌  司  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田  茂  善  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成19年６月28日

株式会社 遠藤照明 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社遠藤照明の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社遠藤照明の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は家具関連事業の有明倉庫退去に伴う費用負担について貸

主と係争中であったが、平成19年６月15日に和解が成立し新たに142百万円の費用負担が発生する。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
  

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  石  川  昌  司  ㊞

業務執行社員 公認会計士  柏  木     忠  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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